
諮問第１号 

 

   人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 

 次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和24年法律第

139号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

 

  令和６年２月 19 日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

                 記 

 

 住 所    

 

 氏 名    

 

          

 



諮問第２号 

 

   人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 

 次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和24年法律第

139号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

 

  令和６年２月 19 日提出 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

                 記 

 

 住 所    

 

 氏 名    

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



諮問第３号 

 

   人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 

 次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和24年法律第

139号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

                 記 

 

 住 所    

 

 氏 名    

 

        

 

 

 

 

 

 



議案第 ４ 号 

 

   第８次矢巾町総合計画基本構想及び前期基本計画の策定に関し議決を求め

ることについて 

 

 第８次矢巾町総合計画基本構想及び前期基本計画の策定について、矢巾町議会の議

決すべき事件を定める条例（平成26年矢巾町条例第20号）本則第１号及び第２号の規

定により、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

 



議案第 ５ 号 

 

   矢巾町都市計画マスタープランの変更に関し議決を求めることについて 

 

 矢巾町都市計画マスタープランの変更について、矢巾町議会の議決すべき事件を定

める条例（平成26年矢巾町条例第20号）本則第４号の規定により、議会の議決を求め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

 



議案第 ６ 号 

 

   矢巾町税条例の一部を改正する条例について 

 

 矢巾町税条例（昭和30年矢巾町条例第23号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 
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矢巾町税条例の一部を改正する条例 

 矢巾町税条例（昭和30年矢巾町条例第23号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（国民健康保険税の課税額） （国民健康保険税の課税額） 

第127条 〔略〕 第127条 〔略〕 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯

主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者

につき算定した所得割額及び資産割額並びに被保険者均等

割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合

算額が65万円を超える場合においては、基礎課税額は、65

万円とする。 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯

主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者

につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が65万円

を超える場合においては、基礎課税額は、65万円とする。 

３  第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主

（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保

険者につき算定した所得割額及び資産割額並びに被保険者

均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当

該合算額が22万円を超える場合においては、後期高齢者支

援金等課税額は、22万円とする。 

３  第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主

（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保

険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び

世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が22

万円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額

は、22万円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被

保険者である世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びそ

の世帯に属する介護納付金課税被保険者につき算定した所

得割額及び資産割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平

等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が17万円を超

える場合においては、介護納付金課税額は、 17万円とす

る。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被

保険者である世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びそ

の世帯に属する介護納付金課税被保険者につき算定した所

得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算

額とする。ただし、当該合算額が17万円を超える場合にお

いては、介護納付金課税額は、17万円とする。 

（資産割額）  

第129条 第127条の資産割額は、当該年度分の固定資産税額

のうち、土地及び家屋に係る部分の額を課税標準とし、こ

れに次条の税率を乗じて算定する。 

第129条 削除 

（国民健康保険税の税率） （国民健康保険税の税率） 

第130条 第127条第２項の基礎課税額の税率は、次のとおり

とする。 

第130条 第127条第２項の基礎課税額の税率は、次のとおり

とする。 

(１) 所得割 100分の7.9 (１) 所得割 100分の8.2 
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(２) 資産割 100分の５ 〔削除〕 

(３) 〔略〕 (２) 〔略〕 

(４) 〔略〕 (３) 〔略〕 

２ 第127条第３項の後期高齢者支援金等課税額の税率は、次

のとおりとする。 

２ 第127条第３項の後期高齢者支援金等課税額の税率は、次

のとおりとする。 

(１) 所得割 100分の2.6 (１) 所得割 100分の2.7 

(２) 資産割 100分の1.3 〔削除〕 

(３) 〔略〕 (２) 〔略〕 

(４) 〔略〕 (３) 〔略〕 

３ 第127条第４項の介護納付金課税額の税率は、次のとおり

とする。 

３ 第127条第４項の介護納付金課税額の税率は、次のとおり

とする。 

(１) 所得割 100分の2.6 (１) 所得割 100分の2.7 

(２) 資産割 100分の1.7 〔削除〕 

(３) 〔略〕 (２) 〔略〕 

(４) 〔略〕 (３) 〔略〕 

   附 則 附 則 

（新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見

込まれる場合における国民健康保険税の減免） 

 

第30条 令和２年２月１日から令和５年３月31日までの間に

納期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給

付の支払日。以下この項において同じ。）が定められている

国民健康保険税（被保険者の資格を取得した日から14日以

内に国民健康保険法第９条第１項の規定による届出が行わ

れなかったため令和２年２月１日以降に納期限が定められ

ている国民健康保険税であって、当該届出が被保険者の資

格を取得した日から14日以内に行われていたならば同年２

月１日前に納期限が定められるべきものを除く。）及び令和

４年度以前の国民健康保険税であって令和５年４月１日以

降に納期限が定められているものの減免については、次の

各号のいずれかに該当する者は、第135条第１項に規定する

国民健康保険税の減免の要件を満たすものとして、同項の

規定を適用する。 

〔削除〕 
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(１) 新型コロナウイルス感染症（感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114

号）第６条第７項第３号に規定する新型コロナウイルス

感染症をいう。次号において同じ。）により、被保険者の

属する世帯の生計を主として維持する者が死亡し、又は

重篤な傷病を負った世帯 

 

(２) 新型コロナウイルス感染症の影響により、被保険者

の属する世帯の生計を主として維持する者の事業収入、

不動産収入、山林収入又は給与収入（以下この号におい

て「事業収入等」という。）の減少が見込まれ、次のアか

らウまでの全てに該当する世帯 

ア 世帯の主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減

少額（保険金、損害賠償等により補填されるべき金額が

あるときは、当該金額を控除した額）が前年の当該事業

収入等の額の10分の３以上であること。 

イ 世帯の主たる生計維持者の前年の法第314条の２第１

項に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに国民健

康保険法施行令（昭和33年政令第362号）第27条の２第

１項に規定する他の所得と区別して計算される所得の金

額（法第314条の２第１項各号及び第2項の規定の適用が

ある場合には、その適用前の金額）の合計額が1,000万

円以下であること。 

ウ 減少することが見込まれる世帯の主たる生計維持者の

事業収入等に係る所得以外の前年の所得の合計額が400

万円以下であること。 

 

２ 前項の場合における第135条第２項の規定の適用について

は、同項中「提出しなければならない」とあるのは、「提出

しなければならない。ただし、町長は、これにより難い事

情があると認めるときは、別に申請期限を定めることがで

きる」とする。 

 

第31条 〔略〕 第30条 〔略〕 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 
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   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日より施行する。 

 （適用区分） 

第２条 この条例による改正後の矢巾町税条例第127条、第129条及び第130条の規定は、令和６年度以後の年度分の国民健康保険

税について適用し、令和５年度までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 



議案第 ７ 号 

 

   地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条

例について 

 

 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次の

ように定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長  高 橋 昌 造 
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   地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 （矢巾町上下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 矢巾町上下水道事業の設置等に関する条例（昭和42年矢巾町条例第９号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除）  （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律

第67号）第243条の２の２第８項の規定により上下水道事業の

業務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を

得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が30

万円以上である場合とする。 

第６条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律

第67号）第243条の２の８第８項の規定により上下水道事業の

業務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を

得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が30

万円以上である場合とする。 

備考 改正箇所は、改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定である。 

 （矢巾町監査委員条例の一部改正） 

第２条 矢巾町監査委員条例（平成12年矢巾町条例第12号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （請求又は要求に基づく監査） 

第５条 法第75条第１項、第98条第２項、第199条第６項若しく

は第７項、第235条の２第２項、第242条第１項又は第243条の

２の２第３項の規定による請求又は要求に基づく監査は、当

該請求又は要求があった日から７日以内に着手するよう努め

なければならない。 

 （請求又は要求に基づく監査） 

第５条 法第75条第１項、第98条第２項、第199条第６項若しく

は第７項、第235条の２第２項、第242条第１項又は第243条の

２の８第３項の規定による請求又は要求に基づく監査は、当

該請求又は要求があった日から７日以内に着手するよう努め

なければならない。 

備考 改正箇所は、改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定である。 

 （矢巾町長等の損害賠償責任の一部の免責に関する条例の一部改正） 

第３条 矢巾町長等の損害賠償責任の一部の免責に関する条例（令和４年矢巾町条例第１号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第243

条の２第１項の規定に基づき、町長若しくは町の委員会の委

員若しくは委員又は町の職員（同法第243条の２の２第３項

の規定による賠償の命令の対象となる者を除く。以下「町長

等」という。）の町に対する損害を賠償する責任の一部の免責

について必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第243

条の２の７第１項の規定に基づき、町長若しくは町の委員会

の委員若しくは委員又は町の職員（同法第243条の２の８第３

項の規定による賠償の命令の対象となる者を除く。以下「町

長等」という。）の町に対する損害を賠償する責任の一部の免

責について必要な事項を定めるものとする。 

 （損害賠償責任の一部免責）  （損害賠償責任の一部免責） 
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第２条 町は、町長等の町に対する損害を賠償する責任を、町

長等が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないとき

は、町長等が賠償の責任を負う額から、町長等に係る基準給

与年額（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第173条第

１項第１号に規定する普通地方公共団体の長等の基準給与

年額をいう。）に、次の各号に掲げる町長等の区分に応じ、当

該各号に定める数を乗じて得た額を控除して得た額につい

て免れさせる。 

 (１)～(４) 〔略〕 

第２条 町は、町長等の町に対する損害を賠償する責任を、町

長等が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないとき

は、町長等が賠償の責任を負う額から、町長等に係る基準給

与年額（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第173条の

４第１項第１号に規定する普通地方公共団体の長等の基準給

与年額をいう。）に、次の各号に掲げる町長等の区分に応じ、

当該各号に定める数を乗じて得た額を控除して得た額につい

て免れさせる。 

 (１)～(４) 〔略〕 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 



議案第 ８ 号 

 

   一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和43年矢巾町条例第23号）の一部を

次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 
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一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和43年矢巾町条例第23号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （特殊勤務手当の種類）  （特殊勤務手当の種類） 

第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。 第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。 

(１)・(２) 〔略〕  (１)・(２) 〔略〕 

〔新設〕  (３) 災害応急対策等作業等手当 

 

〔新設〕 

 （災害応急対策等作業等手当） 

第５条 災害応急対策等作業等手当は、災害対策基本法（昭和36

年法律第223号）第２条第１号に規定する災害が発生した本町

の区域外の地域に派遣され、災害応急対策又は災害復旧のため

の業務に従事した職員（当該地域を管轄する他の地方公共団体

から当該業務に対する給与その他の給付の支給を受ける者及び

消防組織法（昭和22年法律第226号）第39条第２項の規定によ

る協定に基づく消防の応援のうち要請を受けずに当該地域に出

動した者を除く。）に支給する。 

２ 前項の手当の額は、作業１日につき840円とする 

第５条 〔略〕 第６条 〔略〕 

   附 則    附 則 

 （新型コロナウイルス感染症に対処するための防疫作業手当の

特例） 

３ 職員が、新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定め

る等の政令（令和２年政令第11号）第１条に規定する新型コロ

ナウイルス感染症（以下この項において「新型コロナウイルス

感染症」という。）の患者若しくは新型コロナウイルス感染症

の疑いのある者（次項において「患者等」という。）の救護又

は新型コロナウイルス感染症の病原体に汚染された物件若しく

は汚染の危険がある物件の処理作業に従事したときは、防疫作

業手当を支給する。この場合において、第３条の規定は、適用

しない。 

 

 

〔削除〕 

４ 前項の手当の額は、作業１日につき3,000円（患者等の身体

に接触し、又は患者等に長時間にわたり接して行う作業に従事

した場合にあっては、4,000円）とする。 

〔削除〕 
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備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の第５条の規定は、令和６年１月１日から適用する。 



議案第 ９ 号 

 

   矢巾町道路占用料に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 矢巾町道路占用料に関する条例（昭和58年矢巾町条例第２号）の一部を次のように

改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 
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   矢巾町道路占用料に関する条例の一部を改正する条例 

 矢巾町道路占用料に関する条例（昭和58年矢巾町条例第２号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条関係） 

占用物件 単位 占用料 

法第 32

条第１

項第１

号に掲

げる工

作物 

第１種電柱 〔略〕 510円 

第２種電柱 790円 

第３種電柱 1,100円 

第１種電話柱 460円 

第２種電話柱 730円 

第３種電話柱 1,000円 

その他の柱類 46円 

〔略〕 

路上に設ける変圧

器 

〔略〕 450円 

地下に設ける変圧

器 

270円 

変圧塔その他これ

に類するもの及び

公衆電話所 

910円 

郵便差出箱及び信

書便差出箱 

380円 

広告塔 1,900円 

その他のもの 910円 

法第 32

条第１

項第２

号に掲

げる物

件 

外径が 0.07メート

ル未満のもの 

〔略〕 19円 

外径が 0.07メート

ル以上0.1メートル

未満のもの 

27円 

外径が0.1メートル

以上0.15メートル 

41円 

 

別表（第２条関係） 

占用物件 単位 占用料 

法 第 32

条 第 １

項 第 １

号 に 掲

げ る 工

作物 

第１種電柱 〔略〕 570円 

第２種電柱 870円 

第３種電柱 1,200円 

第１種電話柱 510円 

第２種電話柱 810円 

第３種電話柱 1,100円 

その他の柱類 51円 

〔略〕 

路上に設ける変圧

器 

〔略〕 490円 

地下に設ける変圧

器 

300円 

変圧塔その他これ

に類するもの及び

公衆電話所 

1,000円 

郵便差出箱及び信

書便差出箱 

420円 

広告塔 1,800円 

その他のもの 1,000円 

法 第 32

条 第 １

項 第 ２

号 に 掲

げ る 物

件 

外径が 0.07メート

ル未満のもの 

〔略〕 21円 

外径が 0.07メート

ル以上0.1メートル

未満のもの 

 30円 

外径が0.1メートル

以上0.15メートル 

 45円 
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 未満のもの   

外径が 0.15メート

ル以上0.2メートル

未満のもの 

55円 

外径が0.2メートル

以上0.3メートル未

満のもの 

82円 

外径が0.3メートル

以上0.4メートル未

満のもの 

110円 

外径が0.4メートル

以上0.7メートル未

満のもの 

190円 

外径が0.7メートル

以上１メートル未

満のもの 

270円 

外径が１メートル

以上のもの 

550円 

法第 32

条第１

項第３

号及び

第４号

に掲げ

る施設 

 〔略〕 910円 

法第 32

条第１

項第５

号に掲

げる施

設 

上空に設ける通路 〔略〕 930円 

地下に設ける通路 560円 

その他のもの 910円 

法第 32

条第１ 

祭礼、縁日等に際

し、一時的に設ける 

〔略〕 19円 

 未満のもの   

外径が 0.15メート

ル以上0.2メートル

未満のもの 

61円 

外径が0.2メートル

以上0.3メートル未

満のもの 

91円 

外径が0.3メートル

以上0.4メートル未

満のもの 

120円 

外径が0.4メートル

以上0.7メートル未

満のもの 

210円 

外径が0.7メートル

以上１メートル未

満のもの 

300円 

外径が１メートル

以上のもの 

610円 

法 第 32

条 第 １

項 第 ３

号 及 び

第 ４ 号

に 掲 げ

る施設 

 〔略〕 1,000円 

法 第 32

条 第 １

項 第 ５

号 に 掲

げ る 施

設 

上空に設ける通路 〔略〕 900円 

地下に設ける通路  540円 

その他のもの  1,000円 

法 第 32

条第１ 

祭礼、縁日等に際

し、一時的に設ける 

〔略〕 18円 
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項第６

号に掲

げる施

設（街

路市を

除く。） 

もの   

その他のもの 190円 

道路法

施行令

（昭和

27年政

令 第

479号。

以 下

「 政

令」と

いう。） 

看板（ア

ーチであ

るものを

除く。） 

一 時 的

に 設 け

るもの 

〔略〕 190円 

そ の 他

のもの 

1,900円 

標識 730円 

旗ざお 祭 礼 、

縁 日 等

に 際

し 、 一

時 的 に

設 け る

もの 

19円 

そ の 他

のもの 

190円 

幕（政令

第７条第

２号に掲

げる工事

用施設で

あるもの

を除く。） 

祭 礼 、

縁 日 等

に 際

し 、 一

時 的 に

設 け る

もの 

19円 

そ の 他

のもの 

190円 

アーチ 車 道 を

横 断 す

るもの 

1,900円 

項 第 ６

号 に 掲

げ る 施

設 （ 街

路 市 を

除く。） 

もの   

その他のもの 180円 

道 路 法

施 行 令

（ 昭 和

27年 政

令 第

479号。

以 下

「 政

令 」 と

いう。） 

看板（アー

チ で あ る

も の を 除

く。） 

一時的

に設け

るもの 

〔略〕 180円 

その他

のもの 

1,800円 

標識 810円 

旗ざお 祭礼、

縁日等

に 際

し、一

時的に

設ける

もの 

18円 

その他

のもの 

180円 

幕（政令第

７ 条 第 ２

号 に 掲 げ

る 工 事 用

施 設 で あ

る も の を

除く。） 

祭礼、

縁日等

に 際

し、一

時的に

設ける

もの 

18円 

その他

のもの 

180円 

アーチ 車道を

横断す

るもの 

1,800円 
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  そ の 他

のもの 

 930円 

政令第７条第２号に掲げる

工作物 

〔略〕 910円 

政令第７条第４号に掲げる

工事用施設及び同条第５号

に掲げる工事用材料 

〔略〕 190円 

政令第７条第６号に掲げる

仮設建築物及び同条第７号

に掲げる施設 

91円 

 

 
 その他

のもの 

 900円 

政令第７条第２号に掲げる

工作物 

〔略〕 1,000円 

政令第７条第４号に掲げる

工事用施設及び同条第５号

に掲げる工事用材料 

〔略〕 180円 

政令第７条第６号に掲げる

仮設建築物及び同条第７号

に掲げる施設 

100円 

 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。  
附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第１０号 

 

   矢巾町課設置に関する条例等の一部を改正する条例について 

 

 矢巾町課設置に関する条例（昭和60年矢巾町条例第８号）、矢巾町青少年問題協議

会設置条例（昭和39年矢巾町条例第24号）及び矢巾町子ども・子育て会議条例（平成

25年矢巾町条例第14号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長  高 橋 昌 造 

 

 

 



矢巾町課設置に関する条例等の一部を改正する条例 

 （矢巾町課設置に関する条例の一部改正） 

第１条 矢巾町課設置に関する条例（昭和60年矢巾町条例第８号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第158条第１項の

規定により、本町に次の課を設ける。 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第158条第１項の

規定により、本町に次の課を設ける。 

(１)～(７) 〔略〕 (１)～(７) 〔略〕 

〔新設〕 (８) こども家庭課 

(８) 〔略〕 (９) 〔略〕 

(９) 〔略〕 (10) 〔略〕 

(10) 文化スポーツ課 〔削除〕 

(11) 〔略〕 (11) 〔略〕 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

 （矢巾町青少年問題協議会設置条例の一部改正） 

第２条 矢巾町青少年問題協議会設置条例（昭和39年矢巾町条例第24号）の一部を次のように改正する。  

改正前 改正後 

（庶務） （庶務） 

第６条 協議会の庶務は、文化スポーツ課において処理する。 第６条 協議会の庶務は、教育委員会事務局文化スポーツ課にお

いて処理する。 

備考 改正箇所は、改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定である。 

 （矢巾町子ども・子育て会議条例の一部改正） 

第３条 矢巾町子ども・子育て会議条例（平成25年矢巾町条例第14号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（庶務） （庶務） 

第７条 子ども・子育て会議の庶務は、教育委員会事務局子

ども課において処理する。 

第７条 子ども・子育て会議の庶務は、こども家庭課におい

て処理する。 

備考 改正箇所は、改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第１１号 

 

   矢巾町立保育所設置条例の一部を改正する条例について 

 

 矢巾町立保育所設置条例（昭和62年矢巾町条例第11号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 



矢巾町立保育所設置条例の一部を改正する条例 

 矢巾町立保育所設置条例（昭和62年矢巾町条例第11号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （名称、位置及び定員） 

第２条 前条の保育所の名称、位置及び定員は、次のとおりとする。 

名称 位置 定員 

 〔略〕 150人 
 

 （名称、位置及び定員） 

第２条 前条の保育所の名称、位置及び定員は、次のとおりとする。 

名称 位置 定員 

 〔略〕 120人 
 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第１２号 

 

   職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年矢巾町条例第３号）の一部を次のように

改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 



   職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年矢巾町条例第３号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 〔略〕 

２ 給与条例第19条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休

業をしている職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22

条の２第１項第１号に掲げる職員を除く。）のうち、基準日以前

６箇月以内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基

準日に係る勤勉手当を支給する。 

（職務復帰後における給与の取扱い） 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員法第22条の２第１項に規

定する会計年度任用職員を除く。）が職務に復帰した場合には、

当該育児休業をした期間を引き続き勤務したものとみなして、規

則の定めるところにより、号給を調整することができる。 

 （育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 〔略〕 

２ 給与条例第19条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休

業をしている職員のうち、基準日以前６箇月以内の期間におい

て勤務した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を

支給する。 

 

（職務復帰後における給与の取扱い） 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）が

職務に復帰した場合には、当該育児休業をした期間を引き続き

勤務したものとみなして、規則の定めるところにより、号給を調

整することができる。 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第１３号 

 

   矢巾町町営住宅等条例の一部を改正する条例について 

 

 矢巾町町営住宅等条例（平成９年矢巾町条例第32号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 



矢巾町町営住宅等条例の一部を改正する条例 

 矢巾町町営住宅等条例（平成９年矢巾町条例第32号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（入居者資格） 

第５条 〔略〕 

２ 前項に規定する老人、身体障害者その他の特に居住の安

定を図る必要がある者は、次の各号のいずれかに該当する

ものとする。ただし、身体上又は精神上著しい障害がある

ために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを

受けることができず、又は受けることが困難であると認め

られる者を除く。 

 (１)～(７) 〔略〕 

 (８) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関す

る法律（平成13年法律第31号。以下この号において「配

偶者暴力防止等法」という。）第１条第２項に規定する

被害者又は配偶者暴力防止等法第28条の２に規定する関

係にある相手からの暴力を受けた者で、ア又はイのいず

れかに該当するもの 

  ア 〔略〕 

  イ 配偶者暴力防止等法第10条第１項（配偶者暴力防止

等法第28条の２において準用する場合を含む。）の規

定により裁判所がした命令の申立てを行った者で当該

命令がその効力を生じた日から起算して５年を経過し

ていないもの 

（入居者資格） 

第５条 〔略〕 

２ 前項に規定する老人、身体障害者その他の特に居住の安

定を図る必要がある者は、次の各号のいずれかに該当する

ものとする。ただし、身体上又は精神上著しい障害がある

ために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを

受けることができず、又は受けることが困難であると認め

られる者を除く。 

 (１)～(７) 〔略〕 

 (８) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関す

る法律（平成13年法律第31号。以下この号において「配

偶者暴力防止等法」という。）第１条第２項に規定する

被害者又は配偶者暴力防止等法第28条の２に規定する関

係にある相手からの暴力を受けた者で、ア又はイのいず

れかに該当するもの 

  ア 〔略〕 

  イ  配偶者暴力防止等法第 10条第１項又は第10条の２

（配偶者暴力防止等法第28条の２においてこれらの規

定を準用する場合を含む。）の規定により裁判所がし

た命令の申立てを行った者で当該命令がその効力を生

じた日から起算して５年を経過していないもの 

備考 改正箇所は改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第１４号 

 

   矢巾町水道事業給水条例及び矢巾町水道の布設工事監督者の配置基準及び

資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する

条例について 

 

 矢巾町水道事業給水条例（平成９年矢巾町条例第36号）及び矢巾町水道の布設工事

監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例（平成

24年矢巾町条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長  高 橋 昌 造 
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   矢巾町水道事業給水条例及び矢巾町水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条

例の一部を改正する条例 

 （矢巾町水道事業給水条例の一部改正） 

第１条 矢巾町水道事業給水条例（平成９年矢巾町条例第36号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（給水装置の新設等の申込み） （給水装置の新設等の申込み） 

第６条 給水装置を新設、改造、修繕（水道法（昭和32年法律第1

77号。以下「法」という。）第16条の２第３項の厚生労働省令

で定める給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去（以下「給

水装置工事」という。）しようとする者は、事業管理者の定め

るところにより、あらかじめ事業管理者に申込み、その承認を

受けなければならない。 

第６条 給水装置を新設、改造、修繕（水道法（昭和32年法律第1

77号。以下「法」という。）第16条の２第３項の国土交通省令

で定める給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去（以下「給

水装置工事」という。）しようとする者は、事業管理者の定め

るところにより、あらかじめ事業管理者に申込み、その承認を

受けなければならない。 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

（給水装置の基準違反に対する措置） （給水装置の基準違反に対する措置） 

第35条 〔略〕 第35条 〔略〕 

２ 事業管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が、指定給水

装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないとき

は、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給

水を停止することができる。ただし、法第16条の２第３項の厚

生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当

該給水装置の構造及び材質がその基準に適合していることを確

認したときは、この限りでない。 

２ 事業管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が、指定給水

装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないとき

は、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給

水を停止することができる。ただし、法第16条の２第３項の国

土交通省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当

該給水装置の構造及び材質がその基準に適合していることを確

認したときは、この限りでない。 

３ 〔略〕 ３ 〔略〕 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

 （矢巾町水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部改正） 

第２条 矢巾町水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例（平成24年矢巾町条例第

２号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（布設工事監督者の資格） （布設工事監督者の資格） 

第３条 法第12条第２項に規定する条例で定める布設工事監督者

が有すべき資格は、次のとおりとする。 

第３条 法第12条第２項に規定する条例で定める布設工事監督者

が有すべき資格は、次のとおりとする。 
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(１)～(８) 〔略〕  (１)～(８) 〔略〕   

(９) 厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関す

る講習の課程を修了した者であっては５年以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者 

(９) 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道

の管理に関する講習の課程を修了した者であっては５年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格） 

第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める水道技術管理者

が有すべき資格は、次のとおりとする。 

第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める水道技術管理者

が有すべき資格は、次のとおりとする。 

(１)～(５) 〔略〕  (１)～(５) 〔略〕 

(６) 厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関す

る講習の課程を修了した者 

(６) 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道

の管理に関する講習の課程を修了した者 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に第２条の規定による改正前の矢巾町水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者

の資格基準に関する条例第３条第９号又は第４条第６号に規定する資格を有している者は、この条例の施行の日に第２条の規定によ

る改正後の矢巾町水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例第３条第９号又は第

４条第６号に規定する資格を有しているものとみなす。 



議案第１５号 

 

   矢巾町水路条例の一部を改正する条例について 

 

 矢巾町水路条例（平成11年矢巾町条例第21号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 
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矢巾町水路条例の一部を改正する条例 

 矢巾町水路条例（平成11年矢巾町条例第21号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第９条関係） 

占用物件 単位 占用料 

電柱 第１種電柱 〔略〕 510円 

第２種電柱 790円 

第３種電柱 1,100円 

電話柱 第１種電話柱 460円 

第２種電話柱 730円 

第３種電話柱 1,000円 

その他の柱類 46円 

〔略〕 

広告塔 〔略〕 1,900円 

その他のもの 
〔略〕 

910円 

水道管、

下 水 道

管、ガス

管 、 電

線、電話

線、排水

管 そ の

他 こ れ

ら に 類

す る も

の 

外径が0.07メートル

未満のもの 

〔略〕 19円 

外径が0.07メートル

以上0.1メートル未

満のもの 

27円 

外径が0.1メートル

以上0.15メートル未

満のもの 

41円 

外径が0.15メートル

以上0.2メートル未

満のもの 

55円 

別表（第９条関係） 

占用物件 単位 占用料 

電柱 第１種電柱 〔略〕 570円 

第２種電柱 870円 

第３種電柱 1,200円 

電話柱 第１種電話柱 510円 

第２種電話柱 810円 

第３種電話柱 1,100円 

その他の柱類 51円 

〔略〕 

広告塔 〔略〕 1,800円 

上記柱類、線類及び広告塔以外

でこれらに類する工作物 

〔略〕 1,000円 

水 道 管 、

下 水 道

管 、 ガ ス

管、電線、

電 話 線 、

排 水 管 そ

の 他 こ れ

ら に 類 す

るもの 

外径が0.07メートル

未満のもの 

〔略〕 21円 

外径が0.07メートル

以上0.1メートル未

満のもの 

30円 

外径が0.1メートル

以上0.15メートル未

満のもの 

45円 

外径が0.15メートル

以上0.2メートル未

満のもの 

61円 
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 外径が 0.2メートル

以上0.3メートル未

満のもの 

 82円 

外径が0.3メートル

以上0.4メートル未

満のもの 

110円 

外径が0.4メートル

以上0.7メートル未

満のもの 

190円 

外径が0.7メートル

以上１メートル未満

のもの 

270円 

外径が１メートル以

上のもの 

550円 

通路 〔略〕 910円 

看板（ア

ー チ で

あ る も

の を 除

く。） 

一時的に設けるもの 〔略〕 190円 

その他のもの 1,900円 

旗ざお 祭礼、縁日等に際し

一時的に設けるもの 

〔略〕 19円 

その他のもの 190円 

太陽光発電設備及び風力発電

設備 

〔略〕 910円 

 

その他のもの 〔略〕 1,900円 
 

 外径が 0.2メートル

以上0.3メートル未

満のもの 

 91円 

外径が0.3メートル

以上0.4メートル未

満のもの 

120円 

外径が0.4メートル

以上0.7メートル未

満のもの 

210円 

外径が0.7メートル

以上１メートル未満

のもの 

300円 

外径が１メートル以

上のもの 

610円 

通路 〔略〕 1,000円 

看板（ア

ー チ で

あ る も

の を 除

く。） 

一時的に設けるもの 〔略〕 180円 

その他のもの 1,800円 

旗ざお 祭礼、縁日等に際し

一時的に設けるもの 

〔略〕 18円 

その他のもの 180円 

太陽光発電設備及び風力発電

設備 

〔略〕 1,000円 

その他のもの 〔略〕 1,800円 
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備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第１６号 

 

   矢巾町介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

 矢巾町介護保険条例（平成12年矢巾町条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 
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矢巾町介護保険条例の一部を改正する条例 

 矢巾町介護保険条例（平成12年矢巾町条例第３号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（保険料率） （保険料率） 

第３条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料

率は、次の各号に掲げる介護保険法（平成９年法律第123号。

以下「法」という。）第９条第１号に規定する第１号被保険者

（以下「第１号被保険者」という。）の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

第３条 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料

率は、次の各号に掲げる介護保険法（平成９年法律第123号。

以下「法」という。）第９条第１号に規定する第１号被保険者

（以下「第１号被保険者」という。）の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

(１) 政令第39条第１項第１号に掲げる者 39,000円 (１) 政令第38条第１項第１号に掲げる者 36,500円 

(２) 政令第39条第１項第２号に掲げる者 58,500円 (２) 政令第38条第１項第２号に掲げる者 55,000円 

(３) 政令第39条第１項第３号に掲げる者 58,500円 (３) 政令第38条第１項第３号に掲げる者 55,400円 

(４) 政令第39条第１項第４号に掲げる者 70,200円 (４) 政令第38条第１項第４号に掲げる者 72,300円 

(５) 政令第39条第１項第５号に掲げる者 78,000円 (５) 政令第38条第１項第５号に掲げる者 80,400円 

(６) 政令第39条第１項第６号に掲げる者 93,600円 (６) 政令第38条第１項第６号に掲げる者 96,400円 

(７) 政令第39条第１項第７号に掲げる者 101,400円 (７) 政令第38条第１項第７号に掲げる者 104,500円 

(８) 政令第39条第１項第８号に掲げる者 117,000円 (８) 政令第38条第１項第８号に掲げる者 120,600円 

(９) 政令第39条第１項第９号に掲げる者 132,600円 (９) 政令第38条第１項第９号に掲げる者 136,600円 

(10) 政令第39条第１項第10号に掲げる者 144,300円 (10) 政令第38条第１項第10号に掲げる者 152,700円 

〔新設〕 (11) 政令第38条第１項第11号に掲げる者 168,800円 

〔新設〕 (12) 政令第38条第１項第12号に掲げる者 184,900円 

〔新設〕 (13) 政令第38条第１項第13号に掲げる者 192,900円 

２ 令和３年度から令和５年度までの政令第39条第１項第６号イ

の町の定める額は、120万円とする。 

〔削除〕 

３ 令和３年度から令和５年度までの政令第39条第１項第７号イ

の町の定める額は、210万円とする。 

〔削除〕 

４ 令和３年度から令和５年度までの政令第39条第１項第８号イ

の町の定める額は、320万円とする。 

〔削除〕 

５ 令和３年度から令和５年度までの政令第39条第１項第９号イ

の町の定める額は、410万円とする。 

〔削除〕 

６ 第１項第１号に掲げる者についての保険料の減額賦課に係る

令和３年度から令和５年度までの保険料率は、同号の規定にか

かわらず、23,400円とする。 

２ 前項第１号に掲げる者についての保険料の減額賦課に係る令

和６年度から令和８年度までの保険料率は、同号の規定にかか

わらず、22,900円とする。 
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７ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る令和３年度から令和５年度までの

保険料率に つ い て 準 用 す る。 この場合において、前項中

「23,400円」とあるのは、「39,000円」と読み替えるものとす

る。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの

保険料率について準用する。この場合において、前項中

「22,900円」とあるのは、「38,900円」と読み替えるものとす

る。 

８ 第６項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和３年度から令和５年度まで

の保険料率について準用する。この場合において、第６項中

「23,400円」とあるのは、「54,600円」と読み替えるものとす

る。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度まで

の保険料率について準用する。この場合において、第２項中

「22,900円」とあるのは、「55,000円」と読み替えるものとす

る。 

（賦課期日後に第１号被保険者の資格の取得、喪失等があった

場合の取扱い） 

（賦課期日後に第１号被保険者の資格の取得、喪失等があった

場合の取扱い） 

第５条 〔略〕 第５条 〔略〕 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

３ 保険料の賦課期日後に政令第39条第１項第１号イ（同号に規

定する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び同号に規

定する市町 村 民 税 世 帯 非 課税 者に係る者を除く。以下同

じ。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、第５

号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又は第９号ロに該当する

に至った第１号被保険者に係る保険料の額は、当該該当するに

至った日の属する月の前月まで月割りにより算定した保険料の

額及び当該該当するに至った日の属する月から同項第１号から

第９号までのいずれかに規定する者として月割りにより算定し

た保険料の額の合算額とする。 

３ 保険料の賦課期日後に政令第38条第１項第１号イ（同号に規

定する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び同号に規

定する市町村民税世帯非課税者に係る者を除く。以下同

じ。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、第５

号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第９号ロ、第10号ロ、

第11号ロ又は第12号ロに該当するに至った第１号被保険者に係

る保険料の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月ま

で月割りにより算定した当該第１号被保険者に係る保険料の額

及び当該該当するに至った日の属する月から同項第１号から第

12号までのいずれかに規定する者として月割りにより算定した

保険料の額の合算額とする。 

４ 〔略〕 ４ 〔略〕 

   附 則    附 則 

 （新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込ま

れる場合等における保険料の減免） 

 

第11条 令和２年２月１日から令和５年３月31日までの間に納期

限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給付の支払

日。以下この項において同じ。）が定められている保険料（第

１号被保険者の資格を取得した日から14日以内に法第12条第１

〔削除〕 
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項の規定による届出が行われなかったため令和２年２月１日以

降に納期限が定められている保険料であって、当該届出が第１

号被保険者の資格を取得した日から14日以内に行われていたな

らば同年２月１日前に納期限が定められるべきものを除く。）

及び令和４年度以前の年度分の保険料であって令和５年４月１

日以降に納期限が定められているものの減免については、次の

各号のいずれかに該当する者は、第12条第１項に規定する保険

料の減免の要件を満たすものとして、同項の規定を適用する。 

 (１) 新型コロナウイルス感染症（感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第

６条第７項第３号に規定する新型コロナウイルス感染症をい

う。次号において同じ。）により、第１号被保険者の属する

世帯の生計を主として維持する者（次号において「主たる生

計維持者」という。）が死亡し、又は重篤な傷病を負ったこ

と。 

 

 (２) 新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維

持者の事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入（以下

この号において「事業収入等」という。）の減少が見込ま

れ、次のア及びイに該当すること。 

ア 主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額（保

険金、損害賠償等により補填されるべき金額があるとき

は、当該金額を控除した額）が前年の当該事業収入等の額

の10分の３以上であること。 

イ 主たる生計維持者の合計所得金額（政令第22条の２第１

項に規定する合計所得金額をいう。）のうち、減少するこ

とが見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年の所得の

合計額が400万円以下であること。 

 

２ 前項の場合における第12条第２項の規定の適用については、

同項中「提出しなければならない」とあるのは、「提出しなけ

ればならない。ただし、町長は、これにより難い事情があると

認めるときは、別に申請期限を定めることができる」とする。 

 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第３条及び第５条第３項の規定は、令和６年度分の保険料から適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、な

お従前の例による。 



議案第１７号 

 

   指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を

改正する省令の施行に伴う関係条例の整理に関する条例について 

 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する

省令の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長  高 橋 昌 造 
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指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の施行に伴う関係条例の整理に関する条

例 

（矢巾町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 矢巾町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年矢巾町条例第19号）の一部

を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数） （定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数） 

第７条 〔略〕 第７条 〔略〕 

２～４ 〔略〕 ２～４ 〔略〕 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内

に次に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施設

等の入所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にか

かわらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てること

ができる。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内

に次に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施設

等の入所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にか

かわらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てること

ができる。 

(１)～(４) 〔略〕 (１)～(４) 〔略〕 

(５) 指定認知症対応型共同生活介護事業所（第111条第１項

に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。第

48条第４項第５号、第65条第１項、第66条、第83条第６項、

第84条第３項及び第85条において同じ。） 

(５) 指定認知症対応型共同生活介護事業所（第111条第１項

に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。第

48条第４項第５号、第65条第１項、第66条第１項、第83条第

６項、第84条第３項及び第85条において同じ。） 

(６)～(10) 〔略〕 (６)～(10) 〔略〕 

(11) 健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83

号）附則第130条の２第１項の規定によりなおその効力を有

するものとされた同法第26条の規定による改正前の介護保険

法第48条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設

（以下「指定介護療養型医療施設」という。） 

 〔削除〕 

(12) 〔略〕 (11) 〔略〕 

６ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問

サービスの提供に当たる者でなければならない。ただし、利用

者の処遇に支障がない場合は、当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の定期巡回サービス又は同一施設内にある

指定訪問介護事業所若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所の

職務に従事することができる。 

６ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問

サービスの提供に当たる者でなければならない。ただし、利用

者の処遇に支障がない場合は、当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある

指定訪問介護事業所若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所の

職務に従事することができる。 
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７～12 〔略〕 ７～12 〔略〕 

（管理者） （管理者） 

第８条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに専らその職務

に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理上支障がな

い場合は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとする。 

第８条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに専らその職務

に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理上支障がな

い場合は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事す

ることができるものとする。 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱方針） （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱方針） 

第25条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の行う指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の方針は、次に掲げるところ

によるものとする。 

第25条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の行う指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の方針は、次に掲げるところ

によるものとする。 

(１)～(７) 〔略〕 (１)～(７) 〔略〕 

〔新設〕 (８) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護の提供に当たって

は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者

の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を

行ってはならない。 

〔新設〕 (９) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

(８) 〔略〕 (10) 〔略〕 

(９) 〔略〕 (11) 〔略〕 

（利用者に関する町長への通知） （利用者に関する町への通知） 

第29条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護を受けている利用者が次の

各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してそ

の旨を町長に通知しなければならない。 

第29条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護を受けている利用者が次の

各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してそ

の旨を町に通知しなければならない。 

 (１)・(２) 〔略〕  (１)・(２) 〔略〕 

（掲示） （掲示） 

第35条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定 第35条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定
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定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の見やすい場所に、

運営規程の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の

勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認

められる重要事項を掲示しなければならない。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の見やすい場所に、

運営規程の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の

勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認

められる重要事項（以下この条においては単に「重要事項」と

いう。）を掲示しなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項に規

定する重要事項を記載した書面を当該指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係

者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代

えることができる。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、重要事項

を記載した書面を当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧

させることにより、前項の規定による掲示に代えることができ

る。 

〔新設〕 ３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則とし

て、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第43条 〔略〕 第43条 〔略〕 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に

対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に関する

次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけ

ればならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に

対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に関する

次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけ

ればならない。 

(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 第21条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内

容等の記録 

(２) 第21条第２項の規定による提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

(３) 〔略〕 (３) 〔略〕 

(４) 第27条第11項に規定する訪問看護報告書 (４) 第27条第10項に規定する訪問看護報告書 

 〔新設〕 (５) 第25条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 

(５) 第29条に規定する町長への通知に係る記録 (６) 第29条の規定による町への通知に係る記録 

(６) 第39条第２項に規定する苦情の内容等の記録 (７) 第39条第２項の規定による苦情の内容等の記録 

(７) 第41条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採

った処置についての記録 

(８) 第41条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 

（訪問介護員等の員数） （訪問介護員等の員数） 

第48条 〔略〕 第48条 〔略〕 
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２・３ 〔略〕 ２・３ 〔略〕 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げるい

ずれかの施設等がある場合において、当該施設等の入所者等の

処遇に支障がないときは、前項本文の規定にかかわらず、当該

施設等の職員をオペレーターとして充てることができる。 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げるい

ずれかの施設等がある場合において、当該施設等の入所者等の

処遇に支障がないときは、前項本文の規定にかかわらず、当該

施設等の職員をオペレーターとして充てることができる。 

(１)～(10) 〔略〕 (１)～(10) 〔略〕 

(11) 指定介護療養型医療施設  〔削除〕 

(12) 〔略〕 (11) 〔略〕 

５～７ 〔略〕 ５～７ 〔略〕 

（管理者） （管理者） 

第49条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問

介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、指定夜間対応型訪問介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所

の他の職務又は同一敷地内の他の事業所、施設等（当該指定夜

間対応型訪問介護事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者の指定を併せて受け、かつ、当該同一敷地内の他

の事業所、施設等と一体的に運営している場合に限る。）の職

務に従事することができるものとし、日中のオペレーションセ

ンターサービスを実施する場合であって、指定訪問介護事業者

（指定居宅サービス等基準第５条第１項に規定する指定訪問介

護事業者をいう。）の指定を併せて受けて、一体的に運営する

ときは、指定訪問介護事業所の職務に従事することができるも

のとする。 

第49条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問

介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、指定夜間対応型訪問介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所

の他の職務又は他の事業所、施設等（当該指定夜間対応型訪問

介護事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

の指定を併せて受け、かつ、当該他の事業所、施設等と一体的

に運営している場合に限る。）の職務に従事することができる

ものとし、日中のオペレーションセンターサービスを実施する

場合であって、指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等基準

第５条第１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。）の指定

を併せて受けて、一体的に運営するときは、指定訪問介護事業

所の職務に従事することができるものとする。 

（指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針） （指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針） 

第52条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型訪問介

護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

第52条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型訪問介

護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

(１)～(４) 〔略〕 (１)～(４) 〔略〕 

 〔新設〕 (５) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってならない。 

 〔新設〕 (６) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時
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間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

(５) 〔略〕 (７) 〔略〕 

(６) 〔略〕 (８) 〔略〕 

(７) 〔略〕 (９) 〔略〕 

（記録の整備） （記録の整備） 

第59条 〔略〕 第59条 〔略〕 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜間

対応型訪問介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その

完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜間

対応型訪問介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その

完結の日から５年間保存しなければならない。 

(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 次条において準用する第20条第２項に規定する提供した

具体的なサービスの内容等の記録 

(２) 次条において準用する第21条第２項の規定による提供し

た具体的なサービスの内容等の記録 

 〔新設〕 (３) 第52条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 

(３) 次条において準用する第28条に規定する町長への通知に

係る記録 

(４) 次条において準用する第29条の規定による町への通知に

係る記録 

(４) 次条において準用する第38条第２項に規定する苦情の内

容等の記録 

(５) 次条において準用する第39条第２項の規定による苦情の

内容等の記録 

(５) 次条において準用する第40条第２項に規定する事故の状

況及び事故に際して採った処置についての記録 

(６) 次条において準用する第41条第２項の規定による事故の

状況及び事故に際して採った処置についての記録 

（管理者） （管理者） 

第60条の４ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型

通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を

置かなければならない。ただし、指定地域密着型通所介護事業

所の管理上支障がない場合は、当該指定地域密着型通所介護事

業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、

施設等の職務に従事することができる。 

第60条の４ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型

通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を

置かなければならない。ただし、指定地域密着型通所介護事業

所の管理上支障がない場合は、当該指定地域密着型通所介護事

業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従

事することができるものとする。 

（具体的取扱方針） （指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第60条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次の各号に定め

るとおりとする。 

第60条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次の各号に定め

るとおりとする。 
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(１)～(４) 〔略〕 (１)～(４) 〔略〕 

 〔新設〕 (５) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

〔新設〕 (６) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

(５) 〔略〕 (７) 〔略〕 

(６) 〔略〕 (８) 〔略〕 

（事故発生時の対応） （事故発生時の対応） 

第60条の18 〔略〕 第60条の18 〔略〕 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事

故に際してとった処置について記録しなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事

故に際して採った処置について記録しなければならない。 

（記録等の整備） （記録等の整備） 

第60条の19 〔略〕 第60条の19 〔略〕 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域

密着型通所介護の提供に関する次に掲げる記録等を整備し、そ

の完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域

密着型通所介護の提供に関する次に掲げる記録等を整備し、そ

の完結の日から５年間保存しなければならない。 

(１)・(２) 〔略〕 (１)・(２) 〔略〕 

〔新設〕 (３) 第60条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(３) 〔略〕 (４) 〔略〕 

(４) 〔略〕 (５) 〔略〕 

(５) 〔略〕 (６) 〔略〕 

(６) 〔略〕 (７) 〔略〕 

（準用） （準用） 

第60条の22 第10条から第14条まで、第16条から第19条まで、第

21条、第23条、第29条、第33条の２、第35条から第39条まで、

第41条の２、第42条、第54条、第60条の２、第60条の４及び第

60条の５第４項並びに前節（第60条の20を除く。）の規定は、

共生型地域密着型通所介護の事業について準用する。この場合

第60条の22 第10条から第14条まで、第16条から第19条まで、第

21条、第23条、第29条、第33条の２、第35条から第39条まで、

第41条の２、第42条、第54条、第60条の２、第60条の４及び第

60条の５第４項並びに前節（第60条の20を除く。）の規定は、

共生型地域密着型通所介護の事業について準用する。この場合
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において、第10条第１項中「第32条に規定する運営規程」とあ

るのは「運営規程（第60条の12に規定する重要事項に関する規

程をいう。第35条第１項において同じ。）」と、「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域密着

型通所介護の提供に当たる従業者（以下「共生型地域密着型通

所介護従業者」という。）」と、第33条の２の第２項、第35条

第１項並びに第41条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通

所介護従業者」と、第60条の５第４項中「前項ただし書の場合

（指定地域密着型通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用

し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを

提供する場合に限る。）」とあるのは「共生型地域密着型通所

介護事業者が共生型地域密着型通所介護事業所の設備を利用

し、夜間及び深夜に共生型地域密着型通所介護以外のサービス

を提供する場合」と、第60条の９第４号、第60条の10第５項、

第60条の13第３項及び第４項並びに第60条の16第２項第１号及

び第３号中「指定地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共

生型地域密着型通所介護従業者」と、第60条19第２項第２号中

「次条において準用する第21条第２項」とあるのは「第21条第

２項」と、同項第３号中「次条において準用する第29条」とあ

るのは「第29条」と、同項第４号中「次条において準用する第

39条第２項」とあるのは「第39条第２項」と読み替えるものと

する。 

において、第10条第１項中「第32条に規定する運営規程」とあ

るのは「運営規程（第60条の12に規定する重要事項に関する規

程をいう。第35条第１項において同じ。）」と、「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域密着

型通所介護の提供に当たる従業者（以下「共生型地域密着型通

所介護従業者」という。）」と、第33条の２の第２項、第35条

第１項並びに第41条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通

所介護従業者」と、第60条の５第４項中「前項ただし書の場合

（指定地域密着型通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用

し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを

提供する場合に限る。）」とあるのは「共生型地域密着型通所

介護事業者が共生型地域密着型通所介護事業所の設備を利用

し、夜間及び深夜に共生型地域密着型通所介護以外のサービス

を提供する場合」と、第60条の９第４号、第60条の10第５項、

第60条の13第３項及び第４項並びに第60条の16第２項第１号及

び第３号中「指定地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共

生型地域密着型通所介護従業者」と、第60条の19第２項第２号

中「次条において準用する第21条第２項」とあるのは「第21条

第２項」と、同項第４号中「次条において準用する第29条」と

あるのは「第29条」と、同項第５号中「次条において準用する

第39条第２項」とあるのは「第39条第２項」と読み替えるもの

とする。 

（管理者） （管理者） 

第60条の26 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、指定療養通所介護事業所の管理上支障がな

い場合は、当該指定療養通所介護事業所の他の職務に従事し、

又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事するこ

とができる。 

第60条の26 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、指定療養通所介護事業所の管理上支障がな

い場合は、当該指定療養通所介護事業所の他の職務に従事し、

又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものと

する。 

２・３ 〔略〕 ２・３ 〔略〕 

（具体的取扱方針） （指定療養通所介護の具体的取扱方針） 
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第60条の32 指定療養通所介護の方針は、次の各号に定めるとお

りとする。 

第60条の32 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところによ

るものとする。 

(１)・(２) 〔略〕 (１)・(２) 〔略〕 

〔新設〕 (３) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

〔新設〕 (４) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

(３) 〔略〕 (５) 〔略〕 

(４) 〔略〕 (６) 〔略〕 

(５) 〔略〕 (７) 〔略〕 

（記録等の整備） （記録の整備） 

第60条の39 〔略〕 第60条の39 〔略〕 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介

護の提供に関する次に掲げる記録等を整備し、その完結の日か

ら５年間保存しなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介

護の提供に関する次に掲げる記録等を整備し、その完結の日か

ら５年間保存しなければならない。 

(１)～(３) 〔略〕 (１)～(３) 〔略〕 

〔新設〕 (４) 第60条の32第４号の規定による身体的拘束等の態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(４) 〔略〕 (５) 〔略〕 

(５) 〔略〕 (６) 〔略〕 

(６) 〔略〕 (７) 〔略〕 

(７) 〔略〕 (８) 〔略〕 

（管理者） （管理者） 

第63条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は、単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事

第63条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は、単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職
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業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 務に従事することができるものとする。 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

（利用定員等） （利用定員等） 

第66条 〔略〕 第66条 〔略〕 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービ

ス（法第41条第１項に規定する指定居宅サービスをいう。以下

同じ。）、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援（法第

46条第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。）、指定介護

予防サービス（法第53条第１項に規定する指定介護予防サービ

スをいう。以下同じ。）、指定地域密着型介護予防サービス

（法第54条の２第１項に規定する指定地域密着型介護予防サー

ビスをいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防支援（法第58

条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又は介

護保険施設（法第８条第24項に規定する介護保険施設をいう。

以下同じ。）若しくは指定介護療養型医療施設の運営（第83条

第７項、第111条第９項及び第192条第８項において「指定居宅

サービス事業等」という。）について３年以上の経験を有する

者でなければならない。 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービ

ス（法第41条第１項に規定する指定居宅サービスをいう。以下

同じ。）、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援（法第

46条第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。）、指定介護

予防サービス（法第53条第１項に規定する指定介護予防サービ

スをいう。以下同じ。）、指定地域密着型介護予防サービス

（法第54条の２第１項に規定する指定地域密着型介護予防サー

ビスをいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防支援（法第58

条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又は介

護保険施設（法第８条第25項に規定する介護保険施設をいう。

以下同じ。）若しくは健康保険法等の一部を改正する法律（平

成18年法律第83号）第26条の規定による改正前の法第48条第１

項第３号に規定する指定介護療養型医療施設の運営（第83条第

７項、第111条第９項及び第192条第８項において「指定居宅サ

ービス事業等」という。）について３年以上の経験を有する者

でなければならない。 

（管理者） （管理者） 

第67条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定

認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならない。ただし、共用型指定認知

症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用

型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は

同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することが

できるものとするほか、当該共用型指定認知症対応型通所介護

事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷地内にある他の本体

事業所等の職務に従事することができるものとする。 

第67条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定

認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならない。ただし、共用型指定認知

症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用

型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとす

る。なお、当該共用型指定認知症対応型通所介護事業所の他の

職務に従事し、かつ、他の本体事業所等の職務に従事すること

としても差し支えない。 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

（指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） （指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） 
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第71条 指定認知症対応型通所介護の方針は、次に掲げるところ

によるものとする。 

第71条 指定認知症対応型通所介護の方針は、次に掲げるところ

によるものとする。 

(１)～(４) 〔略〕 (１)～(４) 〔略〕 

〔新設〕 (５) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利

用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

〔新設〕 (６) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

(５) 〔略〕 (７) 〔略〕 

(６) 〔略〕 (８) 〔略〕 

（認知症対応型通所介護計画の作成） （認知症対応型通所介護計画の作成） 

第72条 指定認知症対応型通所介護事業所（単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所

介護事業所をいう。以下同じ。）の管理者（第63条又は第67条

の管理者をいう。以下この条及び次条において同じ。）は、利

用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ

て、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサ

ービスの内容等を記載した認知症対応型通所介護計画を作成し

なければならない。 

第72条 指定認知症対応型通所介護事業所（単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所

介護事業所をいう。以下同じ。）の管理者（第63条又は第67条

の管理者をいう。以下この条において同じ。）は、利用者の心

身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓

練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内

容等を記載した認知症対応型通所介護計画を作成しなければな

らない。 

２～５ 〔略〕 ２～５ 〔略〕 

（記録の整備） （記録の整備） 

第80条 〔略〕 第80条 〔略〕 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認

知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認

知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から５年間保存しなければならない。 

(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 次条において準用する第21条第２項に規定する提供した

具体的なサービスの内容等の記録 

(２) 次条において準用する第21条第２項の規定による提供し

た具体的なサービスの内容等の記録 

 〔新設〕 (３) 第71条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 
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(３) 次条において準用する第29条に規定する町長への通知に

係る記録 

(４) 次条において準用する第29条の規定による町への通知に

係る記録 

(４) 次条において準用する第39条第２項に規定する苦情の内

容等の記録 

(５) 次条において準用する第39条第２項の規定による苦情の

内容等の記録 

(５) 〔略〕 (６) 〔略〕 

(６) 次条において準用する第60条の18第２項の規定による事

故の状況及び事故に際してとった処置についての記録 

(７) 次条において準用する第60条の18第２項の規定による事

故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第83条 〔略〕 第83条 〔略〕 

２～５ 〔略〕 ２～５ 〔略〕 

６ 次の表の上欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に

関する基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほ

か、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従

業者を置いているときは、同表の下欄に掲げる当該小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従

事することができる。 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に

関する基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほ

か、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従

業者を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従

事することができる。 

(１) 当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所に中欄に掲げる

施設等のいずれかが併設されて

いる場合 

(２) 当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所の同一敷地内に

中欄に掲げる施設等のいずれか

がある場合 

指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定地域密着型特定施

設、指定地域密着型介護老人福

祉施設、指定介護老人福祉施

設、介護老人保健施設、指定介

護療養型医療施設（医療法（昭

和23年法律第205号）第７条第２

項第４号に規定する療養病床を

有する診療所であるものに限

る。）又は介護医療院 

(１)の項中欄に掲げる施設等、

指定居宅サービスの事業を行う

事業所、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所、指定

地域密着型通所介護事業所又は

指定認知症対応型通所介護事業

所 

介護職員 看護師又は准看護師 
 

 

(１) 当該指定小

規模多機能型居宅

介護事業所に中欄

に掲げる施設等の

いずれかが併設さ

れている場合 

指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定地域密着型特定施

設、指定地域密着型介護老人福

祉施設、指定介護老人福祉施

設、介護老人保健施設又は介護

医療院 

介護職員 

(２) 当該指定小

規模多機能型居宅

介護事業所の同一

敷地内に中欄に掲

げる施設等のいず

れかがある場合 

(１)の項中欄に掲げる施設等、

指定居宅サービスの事業を行う

事業所、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所、指定

地域密着型通所介護事業所又は

指定認知症対応型通所介護事業

所 

看 護 師 又 は

准看護師 
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７～13 〔略〕 ７～13 〔略〕 

（管理者） （管理者） 

第84条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機

能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただし、指定小規模多機能型居宅

介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項の表(１)の項中欄

に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に

掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の職務（当該指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪

問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一

体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る職務を

含む。）若しくは法第115条の45第１項に規定する介護予防・

日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予

防支援事業を除く。）に従事することができるものとする。 

第84条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機

能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただし、指定小規模多機能型居宅

介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとする。 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービス

センター（老人福祉法第20条の２の２に規定する老人デイサー

ビスセンターをいう。以下同じ。）、介護老人保健施設、介護

医療院、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応

型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所（第194条

に規定する指定複合型サービス事業所をいう。次条において同

じ。）等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第８条

第２項に規定する政令で定める者をいう。次条、第112条第３

項、第113条及び第194条において同じ。）として３年以上認知

症である者の介護に従事した経験を有する者であって、別に規

定する厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなけれ

ばならない。 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービス

センター（老人福祉法第20条の２の２に規定する老人デイサー

ビスセンターをいう。以下同じ。）、介護老人保健施設、介護

医療院、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応

型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所（第194条

に規定する指定複合型サービス事業所をいう。次条において同

じ。）等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第８条

第２項に規定する政令で定める者をいう。次条、第112条第３

項、第113条、第193条第３項及び第194条において同じ。）と

して３年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者

であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているもの

でなければならない。 

（指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） （指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

第93条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるとこ 第93条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるとこ
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ろによるものとする。 ろによるものとする。 

(１)～(４) 〔略〕 (１)～(４) 〔略〕 

(５) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機

能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

(５) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機

能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

(６) 〔略〕 (６) 〔略〕 

〔新設〕 (７) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の

適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならな

い。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果につ

いて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化

のための研修を定期的に実施すること。 

(７) 〔略〕 (８) 〔略〕 

(８) 〔略〕 (９) 〔略〕 

 

 

〔新設〕 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担

軽減に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第107条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定

小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サ

ービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を

図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所における利

用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなけ

ればならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第108条 〔略〕 第108条 〔略〕 
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２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定

小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定

小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

(１)・(２) 〔略〕 (１)・(２) 〔略〕 

(３) 次条において準用する第21条第２項に規定する提供した

具体的なサービスの内容等の記録 

(３) 次条において準用する第21条第２項の規定による提供し

た具体的なサービスの内容等の記録 

(４) 第93条第６号に規定する身体的拘束等の態様及び時間、

そのときの利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

(４) 第93条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、そのときの利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(５) 次条において準用する第29条に規定する町長への通知に

係る記録 

(５) 次条において準用する第29条の規定による町への通知に

係る記録 

(６) 次条において準用する第39条第２項に規定する苦情の内

容等の記録 

(６) 次条において準用する第39条第２項の規定による苦情の

内容等の記録 

(７) 次条において準用する第41条第２項に規定する事故の状

況及び事故に際して採った処置についての記録 

(７) 次条において準用する第41条第２項の規定による事故の

状況及び事故に際して採った処置についての記録 

(８) 〔略〕 (８) 〔略〕 

（管理者） （管理者） 

第112条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住

居ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、

当該共同生活住居の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある

他の事業所、施設等若しくは併設する指定小規模多機能型居宅

介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の

職務に従事することができるものとする。 

第112条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住

居ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、

当該共同生活住居の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとする。 

２・３ 〔略〕 ２・３ 〔略〕 

（管理者による管理） （管理者による管理） 

第122条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定

居宅サービス、指定地域密着型サービス（サテライト型指定認

知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供す

る指定認知症対応型共同生活介護を除く。）、指定介護予防サ

ービス若しくは指定地域密着型介護予防サービスの事業を行う

事業所、病院、診療所又は社会福祉施設を管理する者であって

第122条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定

居宅サービス、指定地域密着型サービス（サテライト型指定認

知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供す

る指定認知症対応型共同生活介護を除く。）、指定介護予防サ

ービス若しくは指定地域密着型介護予防サービスの事業を行う

事業所、病院、診療所又は社会福祉施設を管理する者であって



15 
 

はならない。ただし、これらの事業所、施設等が同一敷地内に

あること等により当該共同生活住居の管理上支障がない場合

は、この限りでない。 

はならない。ただし、当該共同生活住居の管理上支障がない場

合は、この限りでない。 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第126条 〔略〕 第126条 〔略〕 

〔新設〕 ２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づ

き協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満た

す協力医療機関を定めるように努めなければならない。 

(１) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職

員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

(２) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の

求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保して

いること。 

〔新設〕 ３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応

を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、当該指定認知

症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行った町長に届け出

なければならない。 

〔新設〕 ４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114

号）第６条第17項に規定する第２種協定指定医療機関（以下

「第２種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症

（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第

８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症

をいう。以下同じ。）の発生等の対応を取り決めるように努め

なければならない。 

〔新設〕 ５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第

２種協定指定医療機関である場合においては、当該第２種協定

指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について

協議を行わなければならない。 

〔新設〕 ６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療

機関その他医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快
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し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定認知症

対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることができる

ように努めなければならない。 

２ 〔略〕 ７ 〔略〕 

３ 〔略〕 ８ 〔略〕 

（記録の整備） （記録の整備） 

第128条 〔略〕 第128条 〔略〕 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指

定認知症対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指

定認知症対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 第116条第２項に規定する提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

(２) 第116条第２項の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録 

(３) 第118条第６項に規定する身体的拘束等の態様及び時

間、そのときの利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(３) 第118条第６項の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、そのときの利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(４) 次条において準用する第29条に規定する町長への通知に

係る記録 

(４) 次条において準用する第29条の規定による町への通知に

係る記録 

(５) 次条において準用する第39条第２項に規定する苦情の内

容等の記録 

(５) 次条において準用する第39条第２項の規定による苦情の

内容等の記録 

(６) 次条において準用する第41条第２項に規定する事故の状

況及び事故に際して採った処置についての記録 

(６) 次条において準用する第41条第２項の規定による事故の

状況及び事故に際して採った処置についての記録 

(７) 〔略〕 (７) 〔略〕 

（準用） （準用） 

第129条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、

第33条の２、第35条から第37条まで、第39条、第41条から第42

条まで、第60条の11、第60条の16、第60条の17第１項から第４

項まで、第100条、第103条及び第105条の規定は、指定認知症

対応型共同生活介護の事業について準用する。この場合におい

て、第10条第１項中「第32条に規定する運営規程」とあるのは

「運営規程（第123条に規定する重要事項に関する規程とい

う。第35条第１項において同じ。）」と、同項、第33条の２第

第129条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、

第33条の２、第35条から第37条まで、第39条、第41条から第42

条まで、第60条の11、第60条の16、第60条の17第１項から第４

項まで、第100条、第103条、第105条及び第107条の２の規定

は、指定認知症対応型共同生活介護の事業について準用する。

この場合において、第10条第１項中「第32条に規定する運営規

程」とあるのは「運営規程（第123条に規定する重要事項に関

する規程をいう。第35条第１項において同じ。）」と、同項、
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２項、第35条第１項並びに第41条の２第１号及び第３号中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従

業者」と、第60条の11第２項中「この節」とあるのは「第６章

第４節」と、第60条の16第２項第１号及び第３号中「地域密着

型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第60条の17

第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあ

るのは「認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「２月」と、第100条中「小規模多機

能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第103条

中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定認

知症対応型共同生活介護事業者」と読み替えるものとする。 

第33条の２第２項、第35条第１項並びに第41条の２第１号及び

第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「介護従業者」と、第60条の11第２項中「この節」とある

のは「第６章第４節」と、第60条の16第２項第１号及び第３号

中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」

と、第60条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を

有する者」とあるのは「認知症対応型共同生活介護について知

見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第100条

中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業

者」と、第103条中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」と

あるのは「指定認知症対応型共同生活介護事業者」と、第107

条の２中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは

「指定認知症対応型共同生活介護事業者」と、「指定小規模多

機能型居宅介護事業所」とあるのは「指定認知症対応型共同生

活介護事業所」と読み替えるものとする。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第131条 〔略〕 第131条 〔略〕 

２～６ 〔略〕 ２～６ 〔略〕 

７ 第１項第１号、第３号及び第４号並びに前項の規定にかかわ

らず、サテライト型特定施設の生活相談員、機能訓練指導員又

は計画作成担当者については、次に掲げる本体施設の場合に

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員によ

り当該サテライト型特定施設の入居者の処遇が適切に行われる

と認められるときは、これを置かないことができる。 

７ 第１項第１号、第３号及び第４号並びに前項の規定にかかわ

らず、サテライト型特定施設の生活相談員、機能訓練指導員又

は計画作成担当者については、次に掲げる本体施設の場合に

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員によ

り当該サテライト型特定施設の入居者の処遇が適切に行われる

と認められるときは、これを置かないことができる。 

(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 病院 介護支援専門員（指定介護療養型医療施設の場合

に限る。） 

〔削除〕 

(３) 〔略〕 (２) 〔略〕 

８～10 〔略〕 ８～10 〔略〕 

〔新設〕 11 次の各号のいずれにも適合する場合における第１項第２号ア

の規定の適用については、当該規定中「１」とあるのは、

「0.9」とする。 
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(１) 第150条において準用する第107条の２に規定する委員会

において、利用者の安全並びに看護サービスの質の確保及び

職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲げる事項に

ついて必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確

認していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への

配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器

（次号において「介護機器」という。）の定期的な点検 

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

(２) 介護機器を複数種類活用していること。 

(３) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の

負担軽減を図るため、地域密着型特定施設従業者間の適切な

役割分担を行っていること。 

(４) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の

負担軽減を図る取組による介護サービスの質の確保及び職員

の負担軽減が行わていると認められること。 

（管理者） （管理者） 

第132条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指

定地域密着型特定施設ごとに専らその職務に従事する管理者を

置かなければならない。ただし、指定地域密着型特定施設の管

理上支障がない場合は、当該指定地域密着型特定施設における

他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設

等、本体施設の職務（本体施設が病院又は診療所の場合は、管

理者としての職務を除く。）若しくは併設する指定小規模多機

能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の職務に従事することができるものとする。 

第132条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指

定地域密着型特定施設ごとに専らその職務に従事する管理者を

置かなければならない。ただし、指定地域密着型特定施設の管

理上支障がない場合は、当該指定地域密着型特定施設における

他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等、本体施設の職務

（本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての職務を

除く。）若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所

又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事する

ことができるものとする。 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第148条 〔略〕 第148条 〔略〕 

〔新設〕 ２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規
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定に基づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要

件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければならな

い。 

(１) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職

員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

(２) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者から

の診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時

確保していること。 

〔新設〕 ３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１

回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合

等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、当該

指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者に係る指定を行

った町長に届け出なければならない。 

〔新設〕 ４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第２種協

定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り

決めるように努めなければならない。 

〔新設〕 ５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療

機関が第２種協定指定医療機関である場合においては、当該第

２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応

について協議を行わなければならない。 

〔新設〕 ６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が

協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の

病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該

指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることができるよ

うに努めなければならない。 

２ 〔略〕 ７ 〔略〕 

（記録の整備） （記録の整備） 

第149条 〔略〕 第149条 〔略〕 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に

対する指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関する

次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけ

ればならない。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に

対する指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関する

次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけ

ればならない。 
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(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 第137条第２項に規定する提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

(２) 第137条第２項の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録 

(３) 第139条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時

間、そのときの利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(３) 第139条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、そのときの利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(４) 第147条第３項に規定する結果等の記録 (４) 第147条第３項の規定による結果等の記録 

(５) 次条において準用する第29条に規定する町長への通知に

係る記録 

(５) 次条において準用する第29条の規定による町への通知に

係る記録 

(６) 次条において準用する第39条第２項に規定する苦情の内

容等の記録 

(６) 次条において準用する第39条第２項の規定による苦情の

内容等の記録 

(７) 次条において準用する第41条第２項に規定する事故の状

況及び事故に際して採った処置についての記録 

(７) 次条において準用する第41条第２項の規定による事故の

状況及び事故に際して採った処置についての記録 

(８)・(９) 〔略〕 (８)・(９) 〔略〕 

（準用） （準用） 

第150条 第13条、第14条、第23条、第29条、第33条の２、第35

条から第39条まで、第41条から第42条まで、第60条の11、第60

条の15、第60条の16、第60条の17第１項から第４項まで及び第

100条の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事

業について準用する。この場合において、第33条の２第２項、

第35条第１項並びに第41条の２第１号及び第３号中「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型

特定施設従業者」と、第35条第１項中「運営規程」とあるのは

「第146条に規定する重要事項に関する規程」と、第60条の11

第２項中「この節」とあるのは「第７章第４節」と、第60条の

16第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「地域密着型特定施設従業者」と、第60条の17第１項

中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは

「地域密着型特定施設入居者生活介護について知見を有する

者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第100条中「小規模

多機能型居宅介護介護従業者」とあるのは「地域密着型特定施

設従業者」と読み替えるものとする。 

第150条 第13条、第14条、第23条、第29条、第33条の２、第35

条から第39条まで、第41条から第42条まで、第60条の11、第60

条の15、第60条の16、第60条の17第１項から第４項まで、第

100条及び第107条の２の規定は、指定地域密着型特定施設入居

者生活介護の事業について準用する。この場合において、第33

条の２第２項、第35条第１項並びに第41条の２第１号及び第３

号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「地域密着型特定施設従業者」と、第35条第１項中「運営規

程」とあるのは「第146条に規定する重要事項に関する規程」

と、第60条の11第２項中「この節」とあるのは「第７章第４

節」と、第60条の16第２項第１号及び第３号中「地域密着型通

所介護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」と、

第60条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有す

る者」とあるのは「地域密着型特定施設入居者生活介護につい

て知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第

100条中「小規模多機能型居宅介護介護従業者」とあるのは

「地域密着型特定施設従業者」と、第107条の２中「指定小規
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模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定地域密着型特定

施設入居者生活介護事業者」と、「指定小規模多機能型居宅介

護事業所」とあるのは「指定地域密着型特定施設」と読み替え

るものとする。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第152条 〔略〕 第152条 〔略〕 

２～７ 〔略〕 ２～７ 〔略〕 

８ 第１項第２号及び第４号から第６号までの規定にかかわら

ず、サテライト型居住施設の生活相談員、栄養士若しくは管理

栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専門員については、次に

掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める職員により当該サテライト型居住施設の入所者

の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かない

ことができる。 

８ 第１項第２号及び第４号から第６号までの規定にかかわら

ず、サテライト型居住施設の生活相談員、栄養士若しくは管理

栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専門員については、次に

掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める職員により当該サテライト型居住施設の入所者

の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かない

ことができる。 

(１)・(２) 〔略〕 (１)・(２) 〔略〕 

(３) 病院 栄養士若しくは管理栄養士（病床数100以上の病

院の場合に限る。）又は介護支援専門員（指定介護療養型医

療施設の場合に限る。） 

(３) 病院 栄養士又は管理栄養士（病床数100以上の病院の

場合に限る。） 

(４) 〔略〕 (４) 〔略〕 

９～17 〔略〕 ９～17 〔略〕 

（設備） （設備） 

第153条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の基準は、次

のとおりとする。 

第153条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の基準は、次

のとおりとする。 

(１)～(５) 〔略〕 (１)～(５) 〔略〕 

(６) 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とす

ることとし、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療

機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設けるこ

と。ただし、本体施設が指定介護老人福祉施設又は指定地域

密着型介護老人福祉施設であるサテライト型居住施設につい

ては医務室を必要とせず、入所者を診療するために必要な医

薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備

を設けることで足りるものとする。 

(６) 医務室 医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５第

２項に規定する診療所とすることとし、入所者を診療するた

めに必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて

臨床検査設備を設けること。ただし、本体施設が指定介護老

人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設であるサテ

ライト型居住施設については医務室を必要とせず、入所者を

診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必

要に応じて臨床検査設備を設けることで足りるものとする。 
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(７)～(９) 〔略〕 (７)～(９) 〔略〕 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

（緊急時等の対応） （緊急時等の対応） 

第166条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供を行っている

ときに入所者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合のた

め、あらかじめ、第152条第１項第１号に掲げる医師との連携

方法その他の緊急時等における対応方法を定めておかなければ

ならない。 

第166条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供を行っている

ときに入所者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合のた

め、あらかじめ、第152条第１項第１号に掲げる医師及び協力

医療機関の協力を得て、当該医師及び当該協力医療機関との連

携方法その他の緊急時等における対応方法を定めておかなけれ

ばならない。 

〔新設〕 ２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医

療機関の協力を得て、１年に１回以上、緊急時等における対応

方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等における対応方法

の変更を行わなければならない。 

（管理者による管理） （管理者による管理） 

第167条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、専ら当

該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の者

でなければならない。ただし、当該指定地域密着型介護老人福

祉施設の管埋上支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業

所、施設等又は本体施設の職務（本体施設が病院又は診療所の

場合は、管理者としての職務を除く。）に従事することができ

る。 

第167条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、専ら当

該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の者

でなければならない。ただし、当該指定地域密着型介護老人福

祉施設の管埋上支障がない場合は、他の事業所、施設等又は本

体施設の職務（本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者と

しての職務を除く。）に従事することができる。 

（計画担当介護支援専門員の責務） （計画担当介護支援専門員の責務） 

第168条 計画担当介護支援専門員は、第159条に規定する業務の

ほか、次に掲げる業務を行うものとする。 

第168条 計画担当介護支援専門員は、第159条に規定する業務の

ほか、次に掲げる業務を行うものとする。 

(１)～(４) 〔略〕 (１)～(４) 〔略〕 

(５) 第158条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時

間、そのときの入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由を記録すること。 

(５) 第158条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、そのときの入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録を行うこと。 

(６) 第178条において準用する第39条第２項に規定する苦情

の内容等を記録すること。 

(６) 第178条において準用する第39条第２項の規定による苦

情の内容等の記録を行うこと。 

(７) 第176条第３項に規定する事故の状況及び事故に際して (７) 第176条第３項の規定による事故の状況及び事故に際し
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採った処置について記録すること。 て採った処置についての記録を行うこと。 

（協力病院等） （協力医療機関等） 

第173条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入院治療を必要

とする入所者のために、あらかじめ、協力病院を定めておかな

ければならない。 

第173条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の病状の

急変等に備えるため、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満

たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっ

ては、病院に限る。）を定めておかなければならない。ただ

し、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当

該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

 〔新設〕 (１) 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職

員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

 〔新設〕 (２) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求め

があった場合において診療を行う体制を、常時確保している

こと。 

 〔新設〕 (３) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域

密着型介護老人福祉施設の医師又は協力医療機関その他の医

療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所

者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

〔新設〕 ２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力

医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確

認するとともに、協力医療機関の名称等を、当該指定地域密着

型介護老人福祉施設に係る指定を行った町長に届け出なければ

ならない。 

〔新設〕 ３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第２種協定指定医療機

関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように

努めなければならない。 

〔新設〕 ４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第２種

協定指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定

医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議

を行わなければならない。 

〔新設〕 ５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関

その他の医療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快

し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定地域密
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着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができるよう

に努めなければならない。 

２ 〔略〕 ６ 〔略〕 

（記録の整備） （記録の整備） 

第177条 〔略〕 第177条 〔略〕 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関する次に

掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければ

ならない。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関する次に

掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければ

ならない。 

(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 第156条第２項に規定する提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

(２) 第156条第２項の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録 

(３) 第158条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時

間、そのときの入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(３) 第158条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、そのときの入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(４) 次条において準用する第29条に規定する町長への通知に

係る記録 

(４) 次条において準用する第29条の規定による町への通知に

係る記録 

(５) 次条において準用する第39条第２項に規定する苦情の内

容等の記録 

(５) 次条において準用する第39条第２項の規定による苦情の

内容等の記録 

(６) 前条第３項に規定する事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

(６) 前条第３項の規定による事故の状況及び事故に際して採

った処置についての記録 

(７) 〔略〕 (７) 〔略〕 

（準用） （準用） 

第178条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、

第33条の２、第35条、第37条、第39条、第41条の２、第42条、

第60条の11、第60条の15及び第60条の17第１項から第４項まで

の規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設について準用す

る。この場合において、第10条第１項中「第32条に規定する運

営規程」とあるのは「運営規程（第169条に規定する重要事項

に関する規程をいう。第35条第１項において同じ。）」と、同

項、第33条の２第２区、第35条第１項並びに第41条の２第１号

及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」と

第178条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、

第33条の２、第35条、第37条、第39条、第41条の２、第42条、

第60条の11、第60条の15、第60条の17第１項から第４項まで及

び第107条の２の規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設に

ついて準用する。この場合において、第10条第１項中「第32条

に規定する運営規程」とあるのは「運営規程（第169条に規定

する重要事項に関する規程をいう。第35条第１項において同

じ。）」と、同項、第33条の２第２項、第35条第１項並びに第

41条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護



25 
 

あるのは「従業者」と、第14条第１項中「指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入所

の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援が利用者に対し

て行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要介

護認定」とあるのは「要介護認定」と、第60条の11第２項中

「この節」とあるのは「第８章第４節」と、第60条の17第１項

中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは

「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を

有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と読み替えるもの

とする。 

看護従業者」とあるのは「従業者」と、第14条第１項中「指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」と

あるのは「入所の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援

が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認め

るときは、要介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第60条

の11第２項中「この節」とあるのは「第８章第４節」と、第60

条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する

者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

について知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」

と、第107条の２中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」と

あるのは「指定地域密着型介護老人福祉施設」と、「指定小規

模多機能型居宅介護事業所」とあるのは「指定地域密着型介護

老人福祉施設」と読み替えるものとする。 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第188条 〔略〕 第188条 〔略〕 

２～４ 〔略〕 ２～４ 〔略〕 

〔新設〕 ５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユ

ニット型施設の管理等に係る研修を受講するように努めなけれ

ばならない。 

５ 〔略〕 ６ 〔略〕 

（準用） （準用） 

第190条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、

第33条の２、第35条、第37条、第39条、第41条の２、第42条、

第60条の11、第60条の15、第60条の17第１項から第４項まで、

第154条から第156条まで、第159条、第162条、第164条から第

168条まで及び第172条から第177条までの規定は、ユニット型

指定地域密着型介護老人福祉施設について準用する。この場合

において、第10条第１項中「第32条に規定する運営規程」とあ

るのは「運営規程（第187条に規定する重要事項に関する規程

をいう。第35条第１項において同じ。）」と、同項、第33条の

２第２項、第35条第１項並びに第41条の２第１号及び第３号中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従

第190条 第10条、第11条、第13条、第14条、第23条、第29条、

第33条の２、第35条、第37条、第39条、第41条の２、第42条、

第60条の11、第60条の15、第60条の17第１項から第４項まで、

第107条の２、第154条から第156条まで、第159条、第162条、

第164条から第168条まで及び第172条から第177条までの規定

は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設について準用

する。この場合において、第10条第１項中「第32条に規定する

運営規程」とあるのは「運営規程（第187条に規定する重要事

項に関する規程をいう。第35条第１項において同じ。）」と、

同項、第33条の２第２項、第35条第１項並びに第41条の２第１

号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」
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業者」と、第14条第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入居の際に」と、

同条第２項中「指定居宅介護支援が利用者に対して行われてい

ない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」とあ

るのは「要介護認定」と、第60条の11第２項中「この節」とあ

るのは「第８章第５節」と、第60条の17第１項中「地域密着型

通所介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護について知見を有する者」と、

「６月」とあるのは「２月」と、第168条中「第159条」とある

のは「第190条において準用する第159条」と、同条第５号中

「第158条第５項」とあるのは「第183条第７項」と、同条第６

号中「第178条」とあるのは「第190条」と、同条第７号中「第

176条第３項」とあるのは「第190条において準用する第176条

第３項」と、第177条第２項第２号中「第156条第２項」とある

のは「第190条において準用する第156条第２項」と、同項第３

号中「第158条第５項」とあるのは「第183条第７項」と、同項

第４号、第５号及び第７号中「次条」とあるのは「第190条」

と、同項第６号中「前条第３項」とあるのは「第190条におい

て準用する前条第３項」と読み替えるものとする。 

とあるのは「従業者」と、第14条第１項中「指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入

居の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援が利用者に対

して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要

介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第60条の11第２項中

「この節」とあるのは「第８章第５節」と、第60条の17第１項

中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは

「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を

有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第168条中

「第159条」とあるのは「第190条において準用する第159条」

と、同条第５号中「第158条第５項」とあるのは「第183条第７

項」と、同条第６号中「第178条」とあるのは「第190条」と、

同条第７号中「第176条第３項」とあるのは「第190条において

準用する第176条第３項」と、第177条第２項第２号中「第156

条第２項」とあるのは「第190条において準用する第156条第２

項」と、同項第３号中「第158条第５項」とあるのは「第183条

第７項」と、同項第４号、第５号及び第７号中「次条」とある

のは「第190条」と、同項第６号中「前条第３項」とあるのは

「第190条において準用する前条第３項」と、第107条の２中

「指定小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「ユニット

型指定地域密着型介護老人福祉施設」と、「指定小規模多機能

型居宅介護事業所」とあるのは「ユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設」と読み替えるものとする。 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第192条 〔略〕 第192条 〔略〕 

２～６ 〔略〕 ２～６ 〔略〕 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれ

かに掲げる施設等が併設されている場合において、前各項に定

める人員に関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅介護従

業者を置くほか、当該各号に掲げる施設等の人員に関する基準

を満たす従業者を置いているときは、当該看護小規模多機能型

居宅介護従業者は、当該各号に掲げる施設等の職務に従事する

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれ

かに掲げる施設等が併設されている場合において、前各項に定

める人員に関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅介護従

業者を置くほか、当該各号に掲げる施設等の人員に関する基準

を満たす従業者を置いているときは、当該看護小規模多機能型

居宅介護従業者は、当該各号に掲げる施設等の職務に従事する
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ことができる。 ことができる。 

(１)～(３) 〔略〕 (１)～(３) 〔略〕 

(４) 指定介護療養型医療施設（医療法第７条第２項第４号に

規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。） 

 〔削除〕 

(５) 〔略〕 (４) 〔略〕 

８～14 〔略〕 ８～14 〔略〕 

（管理者） （管理者） 

第193条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又

は同一敷地内にある他の事業所、施設等若しくは当該指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲

げる施設等の職務に従事することができるものとする。 

第193条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又

は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとす

る。 

２・３ 〔略〕 ２・３ 〔略〕 

（指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） （指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

第198条 指定看護小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げ

るところによるものとする。 

第198条 指定看護小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げ

るところによるものとする。 

(１) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れ

た地域での生活を継続することができるよう、利用者の病

状、心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ

て、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に

組み合わせることにより、療養上の管理の下で適切に行うも

のとする。 

(１) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れ

た地域での生活を継続することができるよう、利用者の病

状、心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ

て、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に

組み合わせることにより、当該利用者の居宅において、又は

サービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生

活上の世話及び機能訓練並びに療養上の世話又は必要な診療

の補助を妥当適切に行うものとする。 

(２)～(６) 〔略〕 (２)～(６) 〔略〕 

 〔新設〕 (７) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束

等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会
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（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果につ

いて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従事者に対し、身体的拘束

等の適正化のための研修を定期的に実施すること。 

(７) 〔略〕 (８) 〔略〕 

(８) 〔略〕 (９) 〔略〕 

(９) 〔略〕 (10) 〔略〕 

(10) 〔略〕 (11) 〔略〕 

(11) 〔略〕 (12) 〔略〕 

（記録の整備） （記録の整備） 

第202条 〔略〕 第202条 〔略〕 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する

指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならな

い。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する

指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならな

い。 

(１)・(２) 〔略〕 (１)・(２) 〔略〕 

(３) 第198条第６号に規定する身体的拘束等の態様及び時

間、そのときの利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(３) 第198条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、そのときの利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(４)・(５) 〔略〕 (４)・(５) 〔略〕 

(６) 次条において準用する第21条第２項に規定する提供した

具体的なサービスの内容等の記録 

(６) 次条において準用する第21条第２項の規定による提供し

た具体的なサービスの内容等の記録 

(７) 次条において準用する第29条に規定する町長への通知に

係る記録 

(７) 次条において準用する第29条の規定による町への通知に

係る記録 

(８) 次条において準用する第39条第２項に規定する苦情の内

容等の記録 

(８) 次条において準用する第39条第２項の規定による苦情の

内容等の記録 

(９) 次条において準用する第41条第２項に規定する事故の状

況及び事故に際して採った処置についての記録 

(９) 次条において準用する第41条第２項の規定による事故の

状況及び事故に際して採った処置についての記録 

(10) 〔略〕 (10) 〔略〕 

（準用） （準用） 
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第203条 第10条から第14条まで、第21条、第23条、第29条、第

33条の２、第35条から第39条まで、第41条から第42条まで、第

60条の11、第60条の13、第60条の16、第60条の17、第88条から

第91条まで、第94条から第96条まで、第98条、第99条、第101

条から第105条まで及び第107条の規定は、指定看護小規模多機

能型居宅介護の事業について準用する。この場合において、第

10条第１項中「第32条に規定する運営規程」とあるのは「運営

規程（第203条において準用する第101条に規定する重要事項に

関する規程をいう。第35条第１項において同じ。）」と、同項

第33条の２第２項、第35条第１項並びに第41条の２第１号及び

第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第60条の11第

２項中「この節」とあるのは「第９章第４節」と、第60条の13

第３項及び第４項並びに第60条の16第２項第１号及び第３号中

「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能

型居宅介護従業者」と、第60条の17第１項中「地域密着型通所

介護について知見を有する者」とあるのは「看護小規模多機能

型居宅介護について知見を有する者」と、「６月」とあるのは

「２月」と、「活動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊

サービスの提供回数等の活動状況」と、第88条中「第83条第12

項」とあるのは「第192条第13項」と、第90条及び第98条中

「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「看護小規模多

機能型居宅介護従業者」と、第107条中「第83条第６項」とあ

るのは「第192条第７項各号」と読み替えるものとする。 

第203条 第10条から第14条まで、第21条、第23条、第29条、第

33条の２、第35条から第39条まで、第41条から第42条まで、第

60条の11、第60条の13、第60条の16、第60条の17、第88条から

第91条まで、第94条から第96条まで、第98条、第99条、第101

条から第105条まで、第107条及び第107条の２の規定は、指定

看護小規模多機能型居宅介護の事業について準用する。この場

合において、第10条第１項中「第32条に規定する運営規程」と

あるのは「運営規程（第203条において準用する第101条に規定

する重要事項に関する規程をいう。第35条第１項において同

じ。）」と、同項、第33条の２第２項、第35条第１項並びに第

41条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第60条の11第２項中「この節」とあるのは「第９章第

４節」と、第60条の13第３項及び第４項並びに第60条の16第２

項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるの

は「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第60条の17第１

項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるの

は「看護小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「２月」と、「活動状況」とあるのは

「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」

と、第88条中「第83条第12項」とあるのは「第192条第13項」

と、第90条及び第98条中「小規模多機能型居宅介護従業者」と

あるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第107条

中「第83条第６項」とあるのは「第192条第７項各号」と、第

107条の２中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」とあるの

は「指定看護小規模多機能型居宅介護事業者」と、「指定小規

模多機能型居宅介護事業所」とあるのは「指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所」と読み替えるものとする。 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分並びに太線で囲んだ部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

（矢巾町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 矢巾町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防
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のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成24年矢巾町条例第20号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（管理者） （管理者） 

第７条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事

し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事す

ることができるものとする。 

第７条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事

し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるも

のとする。 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

（利用定員等） （利用定員等） 

第10条 〔略〕 第10条 〔略〕 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居

宅サービス（法第41条第１項に規定する指定居宅サービスをい

う。）、指定地域密着型サービス（法第42条の２第１項に規定

する指定地域密着型サービスをいう。）、指定居宅介護支援

（法第46条第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。）、指

定介護予防サービス（法第53条第１項に規定する指定介護予防

サービスをいう。）、指定地域密着型介護予防サービス若しく

は指定介護予防支援（法第58条第１項に規定する指定介護予防

支援をいう。）の事業又は介護保険施設（法第８条第24項に規

定する介護保険施設をいう。）若しくは指定介護療養型医療施

設（健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83

号）附則第130条の２第１項の規定によりなおその効力を有す

るものとされた同法第26条の規定による改正前の法第48条第１

項第３号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。第45条第

６項において同じ。）の運営（同条第７項及び第72条第９項に

おいて「指定居宅サービス事業等」という。）について３年以

上の経験を有する者でなければならない。 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居

宅サービス（法第41条第１項に規定する指定居宅サービスをい

う。）、指定地域密着型サービス（法第42条の２第１項に規定

する指定地域密着型サービスをいう。）、指定居宅介護支援

（法第46条第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。）、指

定介護予防サービス（法第53条第１項に規定する指定介護予防

サービスをいう。）、指定地域密着型介護予防サービス若しく

は指定介護予防支援（法第58条第１項に規定する指定介護予防

支援をいう。）の事業又は介護保険施設（法第８条第25項に規

定する介護保険施設をいう。）若しくは健康保険法等の一部を

改正する法律（平成18年法律第83号）第26条の規定による改正

前の法第48条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設

の運営（第45条第７項及び第72条第９項において「指定居宅サ

ービス事業等」という。）について３年以上の経験を有する者

でなければならない。 

（管理者） （管理者） 
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第11条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、共

用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事

業所、施設等の職務に従事することができるものとするほか、

当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職

務に従事し、かつ、同一敷地内にある他の本体事業所等の職務

に従事することができるものとする。 

第11条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、共

用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職

務に従事することができるものとする。なお、当該共用型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、か

つ、他の本体事業所等の職務に従事することとしても差し支え

ない。 

（利用者に関する町長への通知） （利用者に関する町への通知） 

第25条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護

予防認知症対応型通所介護を受けている利用者が次の各号のい

ずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を町

長に通知しなければならない。 

 (１)・(２) 〔略〕 

第25条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護

予防認知症対応型通所介護を受けている利用者が次の各号のい

ずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を町

に通知しなければならない。 

 (１)・(２) 〔略〕 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

（掲示） （掲示） 

第33条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護

予防認知症対応型通所介護事業所の見やすい場所に、運営規程

の概要、介護予防認知症対応型通所介護従業者の勤務の体制そ

の他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要

事項を掲示しなければならない。 

第33条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護

予防認知症対応型通所介護事業所の見やすい場所に、運営規程

の概要、介護予防認知症対応型通所介護従業者の勤務の体制そ

の他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要

事項（以下この条において単に「重要事項」という。）を掲示

しなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定す

る重要事項を記載した書面を当該指定介護予防認知症対応型通

所介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由

に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えること

ができる。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、重要事項を記

載した書面を当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に

備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させるこ

とにより、前項の規定による掲示に代えることができる。 

〔新設〕 ３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、

重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 
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第41条 〔略〕 第41条 〔略〕 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対す

る指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げ

る諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければな

らない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対す

る指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げ

る諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければな

らない。 

(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 第22条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内

容等の記録 

(２) 第22条第２項の規定による提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

〔新設〕 (３) 第43条11号の規定による身体的拘束その他利用者の行動

を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 

(３) 第25条に規定する町長への通知に係る記録 (４) 第25条の規定による町への通知に係る記録 

(４) 第37条第２項に規定する苦情の内容等の記録 (５) 第37条第２項の規定による苦情の内容等の記録 

(５) 第38条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採

った処置についての記録 

(６) 第38条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 

(６) 〔略〕 (７) 〔略〕 

（指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） （指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） 

第43条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針は、第５条に

規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、

次に掲げるところによるものとする。 

第43条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針は、第５条に

規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、

次に掲げるところによるものとする。 

(１)～(９) 〔略〕 (１)～(９) 〔略〕 

〔新設〕 (10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たって

は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っては

ならない。 

〔新設〕 (11) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

(10) 〔略〕 (12) 〔略〕 

(11) 〔略〕 (13) 〔略〕 

(12) 〔略〕 (14) 〔略〕 
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(13) 〔略〕 (15) 〔略〕 

(14) 第１号から第12号までの規定は、前号に規定する介護予

防認知症対応型通所介護計画の変更について準用する。 

(16) 第１号から第14号までの規定は、前号に規定する介護予

防認知症対応型通所介護計画の変更について準用する。 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第45条 〔略〕 第45条 〔略〕 

２～５ 〔略〕 ２～５ 〔略〕 

６ 次の表の上欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に

関する基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を

置くほか、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満

たす従業者を置いているときは、同表の下欄に掲げる当該介護

予防小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施

設等の職務に従事することができる。 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に

関する基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を

置くほか、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満

たす従業者を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該介護

予防小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施

設等の職務に従事することができる。 

(１) 当該指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等のいずれか

が併設されている場合 

(２) 当該指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に掲げる施設

等のいずれかがある場合 

指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定地域密着型特定施

設、指定地域密着型介護老人福

祉施設、指定介護老人福祉施

設、介護老人保健施設、指定介

護療養型医療施設（医療法（昭

和23年法律第205号）第７条第

２項第４号に規定する療養病床

を有する診療所であるものに限

る。）又は介護医療院 

(１)の項中欄に掲げる施設等、

指定居宅サービスの事業を行う

事業所、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所、指定

地域密着型通所介護事業所又は

指定認知症対応型通所介護事業

所 

介護職員 看護師又は准看護師 
 

(１) 当該指定介護

予防小規模多機能

型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施

設等のいずれかが

併設されている場

合 

指定認知症対応型共同生活介

護事業所、指定地域密着型特

定施設、指定地域密着型介護

老人福祉施設、指定介護老人

福祉施設、介護老人保健施設

又は介護医療院 

介護職員 

(２) 当該指定介護

予防小規模多機能

型居宅介護事業所

の同一敷地内に中

欄に掲げる施設等

のいずれかがある

場合 

(１ )の項中欄に掲げる施設

等、指定居宅サービスの事業

を行う事業所、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護

事業所、指定地域密着型通所

介護事業所又は指定認知症対

応型通所介護事業所 

看 護 師 又 は

准看護師 

 

７～13 〔略〕 ７～13 〔略〕 

（管理者） （管理者） 

第46条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従

第46条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従
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事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、当該管

理者は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所に併設する前条第６項の表(１)の項中欄に

掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第７条

第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所をいう。以下同じ。）の職務（当該指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者（同項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者をいう。以下同じ。）が、指定夜間対応型訪問

介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第48条第１項に

規定する指 定 夜間 対応 型 訪問 介護事業者をいう。以下同

じ。）、指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。以

下「指定居宅サービス等基準」という。）第５条第１項に規定

する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看

護事業者（指定居宅サービス等基準第60条第１項に規定する指

定訪問看護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、

一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る職務

を含む。）若しくは法第115条の45第１項に規定する介護予

防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介

護予防支援事業を除く。）に従事することができるものとす

る。 

事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、当該管

理者は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所の他の職務に従事し、又は他の事業者、施設等の職務に

従事することができるものとする。 

２・３ 〔略〕 ２・３ 〔略〕 

（身体的拘束等の禁止） （身体的拘束等の禁止） 

第54条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介

護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

第54条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介

護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 
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２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

〔新設〕 ３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束

等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならな

い。 

(１) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果につい

て、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

(２) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(３) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化

のための研修を定期的に実施すること。 

第64条 〔略〕 

 

 

〔新設〕 

第64条 〔略〕 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担

軽減に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第64条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当

該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における業務の

効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資す

る取組の促進を図るため、当該指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の

確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。）を定期的に開催しなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第65条 〔略〕 第65条 〔略〕 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対

する指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に

掲げる諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけれ

ばならない。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対

する指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に

掲げる諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけれ

ばならない。 

(１)・(２) 〔略〕 (１)・(２) 〔略〕 

(３) 次条において準用する第22条第２項に規定する提供した

具体的なサービスの内容等の記録 

(３) 次条において準用する第22条第２項の規定による提供し

た具体的なサービスの内容等の記録 

(４) 第54条第２項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、 (４) 第54条第２項の規定による身体的拘束等の態様及び時
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そのときの利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

間、そのときの利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(５) 次条において準用する第25条に規定する町長への通知に

係る記録 

(５) 次条において準用する第25条の規定による町への通知に

係る記録 

(６) 次条において準用する第37条第２項に規定する苦情の内

容等の記録 

(６) 次条において準用する第37条第２項の規定による苦情の

内容等の記録 

(７) 次条において準用する第38条第２項に規定する事故の状

況及び事故に際して採った処置についての記録 

(７) 次条において準用する第38条第２項の規定による事故の

状況及び事故に際して採った処置についての記録 

(８) 〔略〕 (８) 〔略〕 

（管理者） （管理者） 

第73条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、共同

生活住居ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場

合は、当該共同生活住居の他の職務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等若しくは併設する指定小規模多機能

型居宅介護事業所の職務に従事することができるものとする。 

第73条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、共同

生活住居ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場

合は、当該共同生活住居の他の職務に従事し、又は他の事業

所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

２・３ 〔略〕 ２・３ 〔略〕 

（管理者による管理） （管理者による管理） 

第80条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居

宅サービス、指定地域密着型サービス、指定介護予防サービス

若しくは指定地域密着型介護予防サービス（サテライト型指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業

所が提供する指定介護予防認知症対応型共同生活介護を除

く。）の事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設を

管理する者であってはならない。ただし、これらの事業所、施

設等が同一敷地内にあること等により当該共同生活住居の管理

上支障がない場合は、この限りでない。 

第80条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居

宅サービス、指定地域密着型サービス、指定介護予防サービス

又は地域密着型介護予防サービス（サテライト型指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供

する指定介護予防認知症対応型共同生活介護を除く。）の事業

を行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設を管理する者で

あってはならない。ただし、当該共同生活住居の管理上支障が

ない場合は、この限りでない。 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第84条 〔略〕 第84条 〔略〕 

〔新設〕 ２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規

定に基づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要

件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければならな
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い。 

(１) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職

員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

(２) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者から

の診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時

確保していること。 

〔新設〕 ３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１

回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合

等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を当該指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行っ

た町長に届け出なければならない。 

〔新設〕 ４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法

律第114号）第６条第17項に規定する第２種協定指定医療機関

（次項において「第２種協定指定医療機関」という。）との間

で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等

感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規

定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対

応を取り決めるように努めなければならない。 

〔新設〕 ５ 指定会議予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療

機関が第２種協定指定医療機関である場合においては、当該第

２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応

について協議を行わなければならない。 

〔新設〕 ６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が

協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の

病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入所

させることができるように努めなければならない。 

２ 〔略〕 ７ 〔略〕 

３ 〔略〕 ８ 〔略〕 

（記録の整備） （記録の整備） 

第86条 〔略〕 第86条 〔略〕 
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２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に

対する指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に関する

次に掲げる諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存しな

ければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に

対する指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に関する

次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけ

ればならない。 

(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 第77条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内

容等の記録 

(２) 第77条第２項の規定による提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

(３) 第79条第２項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、

そのときにおける利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 

(３) 第79条第２項の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、そのときにおける利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

(４) 次条において準用する第25条に規定する町長への通知に

係る記録 

(４) 次条において準用する第25条の規定による町への通知に

係る記録 

(５) 次条において準用する第37条第２項に規定する苦情の内

容等の記録 

(５) 次条において準用する第37条第２項の規定による苦情の

内容等の記録 

(６) 次条において準用する第38条第２項に規定する事故の状

況及び事故に際して採った処置についての記録 

(６) 次条において準用する第38条第２項の規定による事故の

状況及び事故に際して採った処置についての記録 

(７) 〔略〕 (７) 〔略〕 

（準用） （準用） 

第87条 第12条、第13条、第15条、第16条、第24条、第25条、第

27条、第29条の２、第32条から第35条まで、第37条から第40条

まで（第38条第４項及び第40条第５項を除く。）、第57条、第

60条及び第62条の規定は、指定介護予防認知症対応型共同生活

介護の事業について準用する。この場合において、第12条第１

項中「第28条に規定する運営規程」とあるのは「運営規程（第

81条に規定する重要事項に関する規程をいう。第33条第１項に

おいて同じ。）」と、「介護予防認知症対応型通所介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、第27条第２項中「この節」

とあるのは「第４章第４節」と、第57条中「介護予防小規模多

機能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第60条

中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは

「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者」と、第63条

第１項中「介護予防小規模多機能型居宅介護について知見を有

第87条 第12条、第13条、第15条、第16条、第24条、第25条、第

27条、第29条の２、第32条から第35条まで、第37条から第40条

まで（第38条第４項及び第40条第５項を除く。）、第57条、第

60条、第62条及び第64条の２の規定は、指定介護予防認知症対

応型共同生活介護の事業について準用する。この場合におい

て、第12条第１項中「第28条に規定する運営規程」とあるのは

「運営規程（第81条に規定する重要事項に関する規程をいう。

第33条第１項において同じ。）」と、「介護予防認知症対応型

通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第27条第２項

中「この節」とあるのは「第４章第４節」と、第57条中「介護

予防小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業

者」と、第60条中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者」とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

者」と、第63条第１項中「介護予防小規模多機能型居宅介護に
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する者」とあるのは「介護予防認知症対応型共同生活介護につ

いて知見を有する者」と、「通いサービス及び宿泊サービスの

提供回数等の活動状況」とあるのは「活動状況」と読み替える

ものとする。 

ついて知見を有する者」とあるのは「介護予防認知症対応型共

同生活介護について知見を有する者」と、「通いサービス及び

宿泊サービスの提供回数等の活動状況」とあるのは「活動状

況」と、第64条の２中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業者」と、「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」

とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」

と読み替えるものとする。 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分並びに太線で囲んだ部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

（矢巾町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準を定める条例の一部改正） 

第３条 矢巾町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準を定める条例（平成27年矢巾町条例第１号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第５条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以

下「指定介護予防支援事業所」という。）ごとに１以上の員数

の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の保健師その他の

指定介護予防支援に関する知識を有する職員（以下「担当職

員」という。）を置かなければならない。 

第５条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援

事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定介護予防支援事

業所」という。）ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提

供に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予防支援に関す

る知識を有する職員（以下「担当職員」という。）を置かなけ

ればならない。 

〔新設〕 ２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、

当該指定に係る事業者ごとに１以上の員数の指定介護予防支援

の提供が当たる必要な数の介護支援専門員を置かねばならな

い。 

（管理者） （管理者） 

第６条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ご

とに常勤の管理者を置かなければならない。 

第６条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所ごと

に常勤の管理者を置かなければならない。 

２ 前項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなけ

ればならない。ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障

がない場合は、当該指定介護予防支援事業所の他の職務に従事

し、又は当該指定介護予防支援事業者である地域包括支援セン

２ 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業

者が前項の規定により置く管理者は、専らその職務に従事する

者でなければならない。ただし、指定介護予防支援事業所の管

理に支障がない場合は、当該指定介護予防支援事業所の他の職



40 
 

ターの職務に従事することができるものとする。 務に従事し、又は当該指定介護予防支援事業者である地域包括

支援センターの職務に従事することができるものとする。 

〔新設〕 ３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第

１項の規定により置く管理者は、介護保険法施行規則（平成11

年厚生省令第36号）第140条の66第１号イ(３)に規定する主任

介護支援専門員（以下この項において「主任介護支援専門員」

という。）でなければならない。ただし、主任介護支援専門員

の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合につ

いては、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第

１項に規定する管理者とすることができる。 

〔新設〕 ４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、次に掲げる場合は、この限りではない。 

(１) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支

援専門員の職務に従事する場合 

(２) 管理者が他の事業所の食味に従事する場合（その管理す

る指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合に限

る。） 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 〔略〕 第７条 〔略〕 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始

に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、介護予

防サービス計画が第４条に規定する基本方針及び利用者の希望

に基づき作成されるものであり、利用者は複数の指定居宅サー

ビス事業者等を紹介するよう求めることができること等につき

説明を行い、理解を得なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始

に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、介護予防サ

ービス計画が第４条に規定する基本方針及び利用者の希望に基

づき作成されるものであり、利用者は複数の指定介護予防サー

ビス事業者等を紹介するよう求めることができること等につき

説明を行い、理解を得なければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始

に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、利用者

について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、

当該利用者に係る担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診

療所に伝えるよう求めなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始

に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者につ

いて、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、当該

利用者に係る担当職員（指定居宅介護支援事業者である指定介

護予防支援事業者の場合あっては、介護支援専門員。以下同

じ。）の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求

めなければならない。 
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４～８ 〔略〕 ４～８ 〔略〕 

（利用料等の受領） （利用料等の受領） 

第13条 〔略〕 第13条 〔略〕 

〔新設〕 ２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、

前項の利用料のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地

域以外の地域の居宅を訪問して指定介護予防支援を行う場合に

は、それに要した交通費の支払を利用者から受けることができ

る。 

〔新設〕 ３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、

前項に規定する費用の額に係るサービスの提供に当たっては、

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容

及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければなら

ない。 

（保険給付の請求のための証明書の交付） （保険給付の請求のための証明書の交付） 

第14条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防支援

について利用料の支払を受けた場合には、当該利用料の額等を

記載した指定介護予防支援提供証明書を利用者に対して交付し

なければならない。 

第14条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防支援

について前条第１項の利用料の支払を受けた場合には、当該利

用料の額等を記載した指定介護予防支援提供証明書を利用者に

対して交付しなければならない。 

（指定介護予防支援の業務の委託） （指定介護予防支援の業務の委託） 

第15条 指定介護予防支援事業者は、法第115条の23第３項の規

定により指定介護予防支援の一部を委託する場合には、次に掲

げる事項を遵守しなければならない。 

第15条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援

事業者は、法第115条の23第３項の規定により指定介護予防支

援の一部を委託する場合には、次に掲げる事項を遵守しなけれ

ばならない。 

(１) 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため

地域包括支援センター運営協議会（介護保険法施行規則（平

成11年厚生省令第36号）第140条の66第１号ロ(２)に規定す

る地域包括支援センター運営協議会をいう。）の議を経なけ

ればならないこと。 

(１) 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため

地域包括支援センター運営協議会（介護保険法施行規則第14

0条の66第１号ロ(２)に規定する地域包括支援センター運営

協議会をいう。）の議を経なければならないこと。 

(２)・(３) 〔略〕 (２)・(３) 〔略〕 

(４) 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防

支援の業務を実施する介護支援専門員が、第４条、この章及

び次章の規定を遵守するよう措置させなければならないこ

(４) 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防

支援の業務を実施する介護支援専門員が、第４条、この章及

び次章の規定（第33条第28号の規定を除く。）を遵守するよ
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と。 う措置させなければならないこと。 

（掲示） （掲示） 

第24条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の

見やすい場所に、運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その

他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事

項を掲示しなければならない。 

第24条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の

見やすい場所に、運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その

他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事

項（以下この条において単に「重要事項」という。）を掲示し

なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、前項に規定する重要事項を記載

した書面を当該指定介護予防支援事業所に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規

定による掲示に代えることができる。 

２ 指定介護予防支援事業者は、重要事項を記載した書面を当該

指定介護予防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関

係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に

代えることができる。 

〔新設〕 ３ 指定介護予防支援者事業者は、原則として、重要事項をウェ

ブサイトに掲載しなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第31条 〔略〕 第31条 〔略〕 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支

援の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支

援の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。 

(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防

支援台帳 

(２) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防

支援台帳 

ア 介護予防サービス計画 ア 介護予防サービス計画 

イ 第33条第７号に規定するアセスメントの結果の記録 イ 第33条第７号に規定するアセスメントの結果の記録 

ウ 第33条第９号に規定するサービス担当者会議等の記録 ウ 第33条第９号に規定するサービス担当者会議等の記録 

エ 第33条第14号に規定する評価の結果の記録 エ 第33条第14号の規定による評価の結果の記録 

オ 第33条第15号に規定するモニタリングの結果の記録 オ 第33条第15号に規定するモニタリングの結果の記録 

 〔新設〕 (３) 第33条の第２号の３の規定による身体的拘束その他利用

者の行動を制限する行為（第33条第２号の２及び第２号の３

において「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(３) 第18条に規定する町への通知に係る記録 (４) 第18条の規定による町への通知に係る記録 

(４) 第28条第２項に規定する苦情の内容等の記録 (５) 第28条第２項の規定による苦情の内容等の記録 
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(５) 第29条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採

った処置についての記録 

(６) 第29条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） （指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第33条 指定介護予防支援の方針は、第４条に規定する基本方針

及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところ

によるものとする。 

第33条 指定介護予防支援の方針は、第４条に規定する基本方針

及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところ

によるものとする。 

(１)・(２) 〔略〕 (１)・(２) 〔略〕 

 〔新設〕 (２)の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

〔新設〕 (２)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由を記録しなければならない。 

(３)～(14)の２ 〔略〕 (３)～(14)の２ 〔略〕 

(15) 担当職員は、第13号に規定する実施状況の把握（以下

「モニタリング」という。）に当たっては、利用者及びその

家族、指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行

うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところによ

り行わなければならない。 

(15) 担当職員は、第13号に規定する実施状況の把握（以下

「モニタリング」という。）に当たっては、利用者及びその

家族、指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行

うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところによ

り行わなければならない。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算

して３月に１回及びサービスの評価期間が終了する月並び

に利用者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居

宅を訪問し、利用者に面接すること。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算

して３月に１回、利用者に面接すること。 

  〔新設〕 イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することに

よって行うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合で

あって、サービスの提供を開始する月の翌月から起算して

３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」とい

う。）について、少なくとも連続する２期間に１回、利用

者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問

しない期間において、テレビ電話装置等を活用して、利用

者に面接することができる。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについ
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て、文書により利用者の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項に

ついて主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得て

いること。 

a 利用者の心身の状況が安定していること。 

b 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通を行う

ことができること。 

c 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリ

ングでは把握できない情報について、担当者から提供

を受けること。 

  〔新設〕 ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著

しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者

に面接すること。 

イ 利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な限り、

指定介護予防通所リハビリテーション（指定介護予防サー

ビス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ

ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準（平成18年厚生労働省令第35号）第117条第１項

に規定する指定介護予防通所介護事業所をいう。）又は指

定介護予防通所リハビリテーション事業所（同省令第117

条第１項に規定する指定介護予防通所リハビリテーション

事業所をいう。）を訪問する等の方法により利用者に面接

するよう努めるとともに、当該面接ができない場合にあっ

ては、電話等により利用者との連絡を実施すること。 

エ 利用者の居宅を訪問しない月（イただし書の規定により

テレビ電話装置等を活用して利用者に面接する月を除

く。）においては、可能な限り、指定介護予防通所リハビ

リテーション（指定介護予防サービス等の事業の人員、設

備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生

労働省令第35号）第117条第１項に規定する指定介護予防

通所介護事業所をいう。）を訪問する等の方法により利用

者に面接するよう努めるとともに、当該面接ができない場

合にあっては、電話等により利用者との連絡を実施するこ

と。 

ウ 〔略〕 オ 〔略〕 

(16)～(27) 〔略〕 (16)～(27) 〔略〕 

〔新設〕 (28) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者

は、法第115条の30の２第１項の規定により町長から情報の

提供を求められた場合には、その求めに応じなければならな

い。 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

（矢巾町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 
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第４条 矢巾町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（平成30年矢巾町条例第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正前 改正後 

（基本方針） （基本方針） 

第４条 〔略〕 第４条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 ２・３ 〔略〕 

４ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の事業の運営

に当たっては、町、地域包括支援センター、老人福祉法（昭和

38年法律第133号）第20条の７の２第１項に規定する老人介護

支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支

援事業者、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第51条の

17第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者等との連携

に努めなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の事業の運営

に当たっては、町、法第115条の46第1項に規定する地域包括支

援センター（以下「地域包括支援センター」という。）、老人

福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の７の２第１項に規定

する老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指

定介護予防支援事業者、介護保険施設、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123

号）第51条の17第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業

者等との連携に努めなければならない。 

５・６ 〔略〕 ５・６ 〔略〕 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第５条 〔略〕 第５条 〔略〕 

２ 前項の介護支援専門員の員数の基準は、利用者の数が35又は

その端数を増すごとに１人を加えて得た数以上とする。 

２ 前項の介護支援専門員の員数の基準は、利用者の数（当該指

定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せ

て受け、又は法第115条の23第３項の規定により地域包括支援

センターの設置者である指定介護予防支援事業所において指定

介護予防支援（法第58条第１項に規定する指定介護予防支援を

いう。以下この項及び第16条第29号において同じ。）を行う場

合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者

の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３

分の１を乗じた数を加えた数。次項において同じ。）が44又は

その端数を増すごとに１を加えて得た数以上とする。 

〔新設〕 ３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益

社団法人国民健康保険中央会（昭和34年１月１日に社団法人国

民健康保険中央会という名称で設立された法人をいう。）が運

用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービ
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ス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居宅サービス

計画の情報の共有等のための情報処理システムを利用し、か

つ、事務職員を配置している場合における第１項に規定する員

数の基準は、利用者の数が49又はその端数を増すごとに１とす

る。 

（管理者） （管理者） 

第６条 〔略〕 第６条 〔略〕 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でな

ければならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでな

い。 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でな

ければならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでな

い。 

(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する

場合（その管理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障が

ない場合に限る。） 

(２) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理す

る指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限

る。） 

（内容及び手続の説明並びに同意） （内容及び手続の説明並びに同意） 

第７条 〔略〕 第７条 〔略〕 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始

に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、居宅サ

ービス計画が第４条に規定する基本方針及び利用者の希望に基

づき作成されるものであり、利用者は複数の指定居宅サービス

事業者等を紹介するよう求めることができること、前６月間に

当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス

計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地

域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」とい

う。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占め

る割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成

された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回

数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型

サービス事業者（法第42条の２第１項に規定する指定地域密着

型サービス事業者をいう。）によって提供されたものが占める

割合等について説明を行い、理解を得なければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始

に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、居宅サ

ービス計画が第４条に規定する基本方針及び利用者の希望に基

づき作成されるものであり、利用者は複数の指定居宅サービス

事業者等を紹介するよう求めることができること等につき説明

を行い、理解を得なければならない。 
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〔新設〕 ３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始

に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、前６月間に

当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス

計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地

域密着型通所介護（以下この項において、「訪問介護等」とい

う。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占め

る割合及び前６月間に当該指定居宅介護支援支援事業所におい

て作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ご

との回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域

密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合に

つき説明を行い、理解を得るよう努めなければならない。 

３ 〔略〕 ４ 〔略〕 

４ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの

申出があった場合は、第１項の規定による文書の交付に代え

て、第７項に定めるところにより、当該利用申込者又はその家

族の承諾を得て、当該文書に記載すべき重要事項を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」

という。）により提供することができる。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの

申出があった場合は、第１項の規定による文書の交付に代え

て、第８項で定めるところにより、当該利用申込者又はその家

族の承諾を得て、当該文書に記載すべき重要事項を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」

という。）により提供することができる。この場合において、

当該指定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付したものとみ

なす。 

(１)・(２) 〔略〕 (１)・(２) 〔略〕 

５ 〔略〕 ６ 〔略〕 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支

援事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。 

７ 第５項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支

援事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。 

７ 指定居宅介護支援事業者は、第４項の規定に基づき第１項の

重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申

込者又はその家族に対し、その用いる電磁的方法について次に

掲げる種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を

得なければならない。 

８ 指定居宅介護支援事業者は、第５項の規定により第１項の重

要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込

者又はその家族に対し、その用いる電磁的方法について次に掲

げる種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得

なければならない。 
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(１) 第４項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業

者が使用するもの 

(１) 第５項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業

者が使用するもの 

(２) 〔略〕 (２) 〔略〕 

８ 〔略〕 ９ 〔略〕 

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針） （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第16条 指定居宅介護支援の方針は、第４条及び前条の規定に基

づき、次に掲げるところによるものとする。 

第16条 指定居宅介護支援の方針は、第４条及び前条の規定に基

づき、次に掲げるところによるものとする。 

(１)・(２) 〔略〕 (１)・(２) 〔略〕 

〔新設〕 (２)の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限す

る行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならな

い。 

〔新設〕 (２)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由を記録しなければならない。 

(３)～(13) 〔略〕 (３)～(13) 〔略〕 

(14) 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用

者に係る情報の提供を受けたときその他必要と認めるとき

は、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は

生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の

同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供す

るものとする。 

(14) 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用

者に係る情報の提供を受けたときその他必要と認めるとき

は、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は

生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の

同意を得て主治の医師等又は薬剤師に提供するものとする。 

(15) 介護支援専門員は、第13号に規定する実施状況の把握

（以下「モニタリング」という。）に当たっては、利用者及

びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に

行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところに

より行わなければならない。 

(15) 介護支援専門員は、第13号に規定する実施状況の把握

（以下「モニタリング」という。）に当たっては、利用者及

びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に

行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところに

より行わなければならない。 

ア 少なくとも１月に１回は、利用者の居宅を訪問し、利用

者に面接すること。 

ア 少なくとも１月に１回、利用者に面接すること。 

〔新設〕 イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することに

よって行うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合で
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あって、少なくとも２月に１回、利用者の居宅を訪問し、

利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月に

おいては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接す

ることができるものとする。 

 (ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについ

て、文書にて利用者の同意を得ていること。 

 (イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項に

ついて、主治の医師、担当者その他が関係者の合意を得

ていること。 

a 利用者の心身の状況が安定していること。 

b 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行

うことができること。 

c 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモ

ニタリングでは把握できない情報について、担当者か

ら提供を受けること。 

イ 〔略〕 ウ 〔略〕 

(16)～(28) 〔略〕 (16)～(28) 〔略〕 

(29) 指定居宅介護支援事業者は、法第115条の23第３項の規

定に基づき、指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援

の業務の委託を受けるに当たっては、その業務量等を勘案

し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の

業務が適正に実施できるよう配慮しなければならない。 

(29) 指定居宅介護支援事業者は、法第115条の23第３項の規

定に基づき、地域包括支援センター設置者である指定介護予

防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委託を受けるに

当たっては、その業務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援

事業者が行う指定居宅介護支援の業務が適正に実施できるよ

う配慮しなければならない。 

(30) 〔略〕 (30) 〔略〕 

（運営規程の概要等の掲示） （掲示） 

第25条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の

見やすい場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体

制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる

重要事項を掲示しなければならない。 

第25条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の

見やすい場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体

制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる

重要事項（以下この条において単に「重要事項」という。）を

掲示しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する重要事項を記載

した書面を当該指定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、こ

２ 指定居宅介護支援事業者は、重要事項を記載した書面を当該

指定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関
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れをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規

定による掲示に代えることができる。 

係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に

代えることができる。 

〔新設〕 ３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブ

サイトに掲載しなければならない。 

 （事故発生時の対応）  （事故発生時の対応） 

第30条 〔略〕 第30条 〔略〕 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際

してとった処置について記録しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際

して採った処置について記録しなければならない。 

３ 〔略〕 ３ 〔略〕 

（記録等の整備） （記録の整備） 

第32条 〔略〕 第32条 〔略〕 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支

援の提供に関する次に掲げる記録等を整備し、その完結の日か

ら５年間保存しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支

援の提供に関する次に掲げる記録等を整備し、その完結の日か

ら５年間保存しなければならない。 

(１)・(２) 〔略〕 (１)・(２) 〔略〕 

 〔新設〕 (３) 第16条第2号の3の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 

(３) 〔略〕 (４) 〔略〕 

(４) 第29条第２項に規定する苦情の内容等の記録 (５) 第29条第２項の規定による苦情の内容等の記録 

(５) 第30条第２項に規定する事故の状況及び事故に際してと

った処置についての記録 

(６) 第30条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月31日までの間は、第１条の規定による改正後の矢巾町指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新地域密着型サービス基準条例」という。）第35条第３項（新地域密着型サービス

基準条例第60条、第60条の20、第60条の22、第60条の40、第81条、第109条、第129条、第150条、第178条、第190条及び第203条にお

いて準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重

要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と、第２条の規定による改正後の矢巾町指定地域密着型介
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護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例（以下この項、次項及び第４項において「新地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）第33条第３

項（新地域密着型介護予防サービス基準条例第66条及び第87条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中

「指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは

「削除」と、第３条の規定による改正後の矢巾町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例第24条第３項（同条例第35条において準用する場合を含む。）の規定の適

用については、同項中「指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるの

は「削除」と、第４条の規定による改正後の矢巾町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例第25条第

３項（同条例第33条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定居宅介護支援事業者は、原則として、

重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」とする。 

 （身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和７年３月31日までの間は、新地域密着型サービス基準条例第93条第７号及び第198条第７号並びに新

地域密着型介護予防サービス基準条例第54条第３項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じ

るよう努めなければ」とする。 

 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和９年３月31日までの間は、新地域密着型サービス基準条例第107条の２（新地域密着型サービス基準

条例第129条、第150条、第178条、第190条及び第203条において準用する場合を含む。）及び新地域密着型サービス基準条例第64条

の２（新地域密着型サービス基準条例第87条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「しなけれ

ば」とあるのは、「するよう努めなければ」とする。 

 （協力医療機関との連携に関する経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和９年３月31日までの間は、新地域密着型サービス基準条例第173条第１項（新地域密着型サービス基

準条例第190条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「定めておかなければ」とあるのは、「定めてお

くよう努めなければ」とする。 



議案第１８号 

 

   矢巾町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例について 

 

 矢巾町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成26年矢巾町条例第10号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 
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矢巾町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

矢巾町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成26年矢巾町条例第10号）の一部を

次のように改正する。 

改正前 改正後 

（掲示） 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見

やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者

負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資す

ると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

 

 

 

 

（電磁的記録等） 

第53条 〔略〕 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の

交付又は提出については、当該書面等が電磁的記録により作

成されている場合には、当該書面等の交付又は提出に代え

て、第４項で定めるところにより、教育・保育給付認定保護

者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条

において「記載事項」という。）を電子情報処理組織（特定

教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給

付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接

続した電子 情報処 理組織 をい う。以下この条において同

じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方

法であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方

法」という。）により提供することができる。この場合にお

いて、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交付又は

提出したものとみなす。 

 (１) 〔略〕 

 (２) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準

（掲示等） 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見

やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者

負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資す

ると認められる重要事項を掲示するとともに、電気通信回線

に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信される

ことを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行う

ことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）に

より公衆の閲覧に供しなければならない。 

（電磁的記録等） 

第53条 〔略〕 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の

交付又は提出については、当該書面等が電磁的記録により作

成されている場合には、当該書面等の交付又は提出に代え

て、第４項で定めるところにより、教育・保育給付認定保護

者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条

において「記載事項」という。）を電子情報処理組織（特定

教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給

付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接

続した電子情報処理組織をいう。以下この条において同

じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方

法であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方

法」という。）により提供することができる。この場合にお

いて、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交付又は

提出したものとみなす。 

 (１) 〔略〕 

 (２ ) 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をい
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ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことがで

きる物をもって調製するファイルに記載事項を記録したも

のを交付する方法 

３～６ 〔略〕 

う。）をもって調製するファイルに記載事項を記録したも

のを交付する方法 

 

３～６ 〔略〕 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、令和５年12月26日から適用する。ただし、改正後の第23条の規定は、令和６年４月１日か

ら施行する。 



議案第１９号 

 

   矢巾町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例について 

 

 矢巾町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年矢巾町条例第

40号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 
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   矢巾町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

 矢巾町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年条例第40号）の一部を次のとおり改正する。 

改正前 改正後 

 （給与の定義） 

第２条 この条例において「給与」とは、地公法第22条の２第１項

第２号に掲げる職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」とい

う。）にあっては給料、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手

当、宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手当及び期末手当をい

い、同項第１号に掲げる職員（以下「パートタイム会計年度任用

職員」という。）にあっては報酬及び期末手当をいう。 

 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第16条 第９条の規定は、パートタイム会計年度任用職員（任期が

６箇月以上かつ１週間当たりの勤務時間が15時間30分以上の者

に限る。）について準用する。 

 

 

〔新設〕 

 （給与の定義） 

第２条 この条例において「給与」とは、地公法第22条の２第１項

第２号に掲げる職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」とい

う。）にあっては給料、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手

当、宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、期末手当及び勤

勉手当をいい、同項第１号に掲げる職員（以下「パートタイム会

計年度任用職員」という。）にあっては報酬、期末手当及び勤勉

手当をいう。 

 （勤勉手当） 

第９条の２ フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当は、基準日

にそれぞれ在職するフルタイム会計年度任用職員（任期が６箇

月以上の者に限る。）に対し、基準日以前６箇月以内の期間にお

ける当該職員の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する月

の規則で定める日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に

退職し、又は死亡したフルタイム会計年度任用職員についても

同様とする。 

２ フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当の額は、勤勉手当基

礎額に任命権者が町長の定める基準に従って定める割合を乗じ

て得た額とする。この場合において、任命権者が支給するフルタ

イム会計年度任用職員の勤勉手当の額の総額は、給与条例第19

条第２項第１号に定める額を超えてはならない。 

３ 前条の規定（第４項を除く。）は、第１項の規定による勤勉手

当の支給について準用する。 

 （パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第16条 第９条の規定は、パートタイム会計年度任用職員（任期が

６箇月以上かつ１週間当たりの勤務時間が15時間30分以上の者

に限る。以下この条及び次条において同じ。）について準用す

る。 

 （パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第16条の２ 第９条の２の規定は、パートタイム会計年度任用職
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 （単純労務者の給与の種類及び基準） 

第20条 地公法第57条に規定する単純な労務に雇用される職員（地

公法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員に限る。）の

給与の種類は給料、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、

宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手当及び期末手当とし、そ

の給与の基準は、職務の性質及び責任を考慮して規則で定める。 

員について準用する。 

 （単純労務者の給与の種類及び基準） 

第20条 地公法第57条に規定する単純な労務に雇用される職員

（地公法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員に限

る。）の給与の種類は給料、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤

務手当、宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、期末手当及

び勤勉手当とし、その給与の基準は、職務の性質及び責任を考慮

して規則で定める。 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

職務の級

号給 

１級 ２級 

給料月額 給料月額 

 円 円 

１ 132,900 231,200 

２ 134,000 232,800 

３ 135,100 234,400 

４ 136,200 235,400 

５ 137,300 236,900 

６ 138,400 238,300 

７ 139,500 239,500 

８ 140,600 240,700 

９ 141,700 241,900 

10 142,800 242,900 

11 143,900 244,100 

12 145,000 245,400 

13 146,100 246,400 

14 147,200 247,600 

15 148,400 248,900 

16 149,500 249,800 

17 150,600 251,100 

18 151,700 252,300 

19 152,800 253,600 

20 153,900 255,000 

21 154,900 256,400 

職務の級

号給 

１級 ２級 

給料月額 給料月額 

 円 円 

１ 162,100 239,700 

２ 163,200 241,200 

３ 164,400 242,600 

４ 165,500 243,600 

５ 166,600 245,100 

６ 167,700 246,400 

７ 168,800 247,600 

８ 169,900 248,700 

９ 170,900 249,700 

10 172,300 250,600 

11 173,600 251,500 

12 174,900 252,400 

13 176,100 253,300 

14 177,600 254,100 

15 179,100 254,900 

16 180,700 255,600 

17 181,800 256,700 

18 183,200 257,900 

19 184,600 259,000 

20 186,000 260,200 

21 187,300 261,400 
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22 156,300 257,600 

23 157,600 258,800 

24 158,900 260,000 

25 160,100 261,200 

26 161,600 262,500 

27 163,100 263,600 

28 164,700 264,700 

29 165,900 265,800 

30 167,400 267,100 

31 168,900 268,400 

32 170,400 269,400 

33 171,700 270,500 

34 174,400 271,800 

35 177,000 273,100 

36 179,600 274,000 

37 182,200 275,000 

38 183,900 275,900 

39 185,500 277,000 

40 187,200 278,100 

41 188,700 279,100 

42 190,400 280,000 

43 192,200 281,000 

44 193,900 281,500 

45 195,500 282,400 

46 196,900 283,100 

47 198,400 284,000 

48 199,900 285,000 

49 201,200 285,800 

50 202,500 286,600 

51 203,700 287,400 

52 205,000 288,200 

53 206,300 288,700 

54 207,600 289,100 

22 189,600 262,500 

23 191,800 263,600 

24 194,000 264,700 

25 196,200 265,800 

26 197,900 266,900 

27 199,400 267,900 

28 200,900 268,900 

29 202,400 269,900 

30 203,800 270,900 

31 205,200 271,800 

32 206,600 272,700 

33 208,000 273,600 

34 209,300 274,500 

35 210,600 275,400 

36 211,900 276,300 

37 213,200 277,200 

38 214,400 278,100 

39 215,600 279,000 

40 216,700 280,000 

41 217,800 281,000 

42 218,900 281,900 

43 219,900 282,800 

44 220,900 283,300 

45 221,800 284,000 

46 222,700 284,700 

47 223,600 285,600 

48 224,500 286,600 

49 225,400 287,400 

50 226,300 288,200 

51 227,200 289,000 

52 228,100 289,700 

53 228,900 290,200 

54 229,800 290,600 
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55 208,900 289,600 

56 210,200 289,800 

57 211,300 290,100 

58 212,600 290,300 

59 213,900 290,700 

60 215,200 290,900 

61 216,300 291,100 

62 217,400 291,500 

63 218,400 291,800 

64 219,500 292,100 

65 220,600 292,400 

66 221,600 292,700 

67 222,500 293,100 

68 223,500 293,400 

69 223,800 293,800 

70 224,600 294,100 

71 225,400 294,500 

72 226,100 294,700 

73 226,800 294,900 

74 227,800 295,200 

75 228,600 295,600 

76 229,400 295,800 

77 230,100 296,100 

78 230,800 296,500 

79 231,700 296,900 

80 232,700 297,100 

81 233,400 297,400 

82 234,000 297,800 

83 234,500 298,100 

84 235,200 298,300 

85 236,000 298,600 

86 236,600 299,000 

87 237,200 299,300 

55 230,700 291,000 

56 231,500 291,200 

57 231,800 291,500 

58 232,600 291,700 

59 233,300 292,000 

60 233,900 292,200 

61 234,500 292,400 

62 235,200 292,700 

63 235,800 292,900 

64 236,300 293,200 

65 236,800 293,500 

66 237,300 293,800 

67 237,800 294,100 

68 238,400 294,400 

69 238,900 294,800 

70 239,400 295,100 

71 239,900 295,500 

72 240,400 295,700 

73 240,900 295,900 

74 241,400 296,200 

75 241,800 296,600 

76 242,300 296,800 

77 242,800 297,100 

78 243,300 297,500 

79 243,800 297,900 

80 244,300 298,100 

81 244,700 298,400 

82 245,200 298,800 

83 245,600 299,100 

84 246,000 299,300 

85 246,400 299,600 

86 246,800 300,000 

87 247,200 300,300 
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88 237,700 299,500 

89 238,400 299,900 

90 239,100 300,300 

91 239,800 300,600 

92 240,300 300,800 

93 240,800 301,000 

94  301,300 

95  301,700 

96  301,900 

97  302,100 

98  302,400 

99  302,700 

100  303,100 

101  303,300 

102  303,600 

103  303,900 

104  304,200 

105  304,500 

106  304,800 

107  305,100 

108  305,400 

109  305,700 

110  306,000 

111  306,300 

112  306,600 

113  306,900 

114  307,200 

115  307,500 

116  307,800 

117  308,100 

118  308,400 

119  308,700 

120  309,000 

88 247,600 300,500 

89 248,000 300,900 

90 248,500 301,300 

91 248,800 301,600 

92 249,100 301,800 

93 249,400 302,000 

94  302,300 

95  302,700 

96  302,900 

97  303,100 

98  303,400 

99  303,700 

100  304,100 

101  304,300 

102  304,600 

103  304,900 

104  305,200 

105  305,500 

106  305,800 

107  306,100 

108  306,400 

109  306,700 

110  307,000 

111  307,300 

112  307,600 

113  307,900 

114  308,200 

115  308,500 

116  308,800 

117  309,100 

118  309,400 

119  309,700 

120  310,000 
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121  309,300 

122  309,600 

123  309,900 

124  310,200 

125  310,500 
 

121  310,300 

122  310,600 

123  310,900 

124  311,200 

125  311,500 
 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第２０号 

 

   矢巾町新型コロナウイルス感染症対策資金利子補給等基金条例の一部を改

正する条例について 

 

 矢巾町新型コロナウイルス感染症対策資金利子補給等基金条例（令和２年矢巾町条

例第31号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 



矢巾町新型コロナウイルス感染症対策資金利子補給等基金条例の一部を改正する条例 

矢巾町新型コロナウイルス感染症対策資金利子補給等基金条例（令和２年矢巾町条例第31号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

   附 則 

１ 〔略〕 

 （この条例の失効） 

２ この条例は、令和６年３月31日限り、その効力を失う。 

   附 則 

１ 〔略〕 

 （この条例の失効） 

２ この条例は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第２１号 

 

   矢巾町教育委員会の職務権限の特例に関する条例を廃止する条例について 

 

 矢巾町教育委員会の職務権限の特例に関する条例（令和元年矢巾町条例第39号）を

廃止する条例を次のように定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長  高 橋 昌 造 
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矢巾町教育委員会の職務権限の特例に関する条例を廃止する条例 

矢巾町教育委員会の職務権限の特例に関する条例（令和元年矢巾町条例第39号）は、

廃止する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際廃止前の矢巾町教育委員会の職務権限の特例に関する条例本

則に規定する事務に係る法令、条例、規則その他の規程（以下この項において「法

令等」という。）の規定により町長がした処分その他の行為で現にその効力を有す

るもの又はこの条例の施行の日前に法令等の規定により町長に対してなされた申請

その他の行為で、同日以後においては教育委員会が管理し、及び執行することとな

る事務に係るものは、同日以後における法令等の適用については、教育委員会がし

た処分その他の行為又は教育委員会に対してなされた申請その他の行為とみなす。 

 （矢巾町立公民館条例の一部改正） 

３ 矢巾町立公民館条例（昭和41年矢巾町条例第16号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第２項、第６条、第７条第１項及び第11条中「町長」を「教育委員会」に改

める。 

第12条中「規則」を「教育委員会規則」に改める。 

 （矢巾町総合グラウンド設置及び管理等に関する条例の一部改正） 

４ 矢巾町総合グラウンド設置及び管理等に関する条例（昭和47年矢巾町条例第10号）

の一部を次のように改正する。 

  第３条、第４条、第７条第２号、第10条及び第11条中「町長」を「教育委員会」に

改める。 

第13条中「規則」を「教育委員会規則」に改める。 

（矢巾町文化財保護条例の一部改正） 

５ 矢巾町文化財保護条例（昭和52年矢巾町条例第24号）の一部を次のように改正す

る。 

  第３条中「町長」を「矢巾町教育委員会（以下「教育委員会」という。）」に改め

る。 
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第４条第１項及び第２項中「町長」を「教育委員会」に改め、同条第３項中「町

長」を「教育委員会」に、「矢巾町文化財調査委員（以下「文化財調査委員」とい

う。）」を「矢巾町文化財保護審議会（第21条第３項において「文化財保護審議会」

という。）」に改め、同条第４項及び第６項中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第５条第１項、第４項及び第５項中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第６条第１項中「規則」を「教育委員会規則」に、「町長」を「教育委員会」に改

め、同条第３項中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第７条中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第８条の見出し中「き損」を「毀損」に改め、同条中「き損」を「毀損」に、「町

長」を「教育委員会」に改める。 

第９条中「町長」を「教育委員会」に改め、同条ただし書中「規則」を「教育委員

会規則」に改める。 

第13条第１項中「町長」を「教育委員会」に、「き損」を「毀損」に改め、同条第

２項中「町長」を「教育委員会」に、「き損」を「毀損」に改める。 

第14条第１項中「規則」を「教育委員会規則」に改める。 

第15条第１項中「町長」を「教育委員会」に改め、同条第２項中「規則」を「教育

委員会規則」に改め、同条第４項中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第16条中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第17条第１項及び第２項中「町長」を「教育委員会」に改め、同条第４項中「き

損」を「毀損」に改める。 

第18条、第19条及び第20条第１項中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第21条第１項及び第２項中「町長」を「教育委員会」に改め、同条第３項中「町

長」を「教育委員会」に、「文化財調査員」を「文化財保護審議会」に改め、同条第

４項及び第５項中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第22条第１項、第２項、第５項及び第６項中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第23条中「規則」を「教育委員会規則」に、「町長」を「教育委員会」に改める。 

第24条第１項中「町長」を「教育委員会」に改め、同条第２項中「町長」を「町」

に改める。 

第25条第１項中「町長」を「教育委員会」に改め、同条第２項中「町長」を「町」

に改める。 
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第26条、第27条第１項及び第３項、第28条第１項、第29条第１項、第30条第１項

及び第３項、第31条、第33条第１項、第34条第１項並びに第35条中「町長」を「教育

委員会」に改める。 

第36条第１項中「町長」を「教育委員会」に改め、同条第２項中「規則」を「教育

委員会規則」に改める。 

第38条第１項及び第２項、第39条第１項、第２項及び第６項、第41条第１項並び

に第42条中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第43条中「規則」を「教育委員会規則」に改める。 

第45条中「き損」を「毀損」に改める。 

第46条中「町長」を「教育委員会」に改める。 

 （矢巾町民総合体育館条例の一部改正） 

６ 矢巾町民総合体育館条例（昭和53年矢巾町条例第22号）の一部を次のように改正

する。 

  第３条、第５条第２項、第６条ただし書、第７条、第９条、第15条第１号、第16条

及び第17条中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第18条中「規則」を「教育委員会規則」に改める。 

（矢巾町歴史民俗資料館条例の一部改正） 

７ 矢巾町歴史民俗資料館条例（昭和57年矢巾町条例第24号）の一部を次のように改

正する。 

  第３条及び第７条中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第８条中「町長」を「教育委員会」に改め、同条各号列記以外の部分中「一に」を

「いずれかに」に改める。 

第９条第２項中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第10条中「規則」を「教育委員会規則」に改める。 

 （矢巾町文化会館条例の一部改正） 

８ 矢巾町文化会館条例（平成元年矢巾町条例第34号）の一部を次のように改正する。 

  第３条、第５条第２項、第６条ただし書及び第７条中「町長」を「教育委員会」に

改める。 

第８条中「町長」を「教育委員会」に、「並びに」を「及び」に、「若しくは」を

「又は」に改め、同条第２号中「第７条第１項」を「前条第１項」に改め、同条第３



4 
 

号中「第７条第３項」を「前条第３項」に改める。 

第13条第１号及び第３号、第15条第２項並びに第16条中「町長」を「教育委員会」

に改める。 

第17条中「規則」を「教育委員会規則」に改める。 

 （矢巾町スポーツ推進審議会条例の一部改正） 

９ 矢巾町スポーツ推進審議会条例（平成８年矢巾町条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第６条中「規則」を「教育委員会規則」に改める。 

 （矢巾町屋外運動場設置及び管理に関する条例の一部改正） 

10 矢巾町屋外運動場設置及び管理に関する条例（平成26年矢巾町条例第14号）の一

部を次のように改正する。 

  第３条から第５条まで、第10条第１号、第11条及び第12条第２項中「町長」を「教

育委員会」に改める。 

第13条中「規則」を「教育委員会規則」に改める。 

別表備考２ただし書中「町長」を「教育委員会」に改める。 

 （矢巾町文化財保護審議会設置条例の一部改正） 

11 矢巾町文化財保護審議会設置条例（令和元年矢巾町条例第45号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第２条及び第３条第２項中「町長」を「教育委員会」に改める。 

第６条中「文化スポーツ課」を「教育委員会事務局文化スポーツ課」に改める。 

第７条中「規則」を「教育委員会規則」に改める。 

 （矢巾町史跡徳丹城跡等管理条例の一部改正） 

12 矢巾町史跡徳丹城跡等管理条例（令和４年矢巾町条例第２号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第４条、第５条ただし書及び第12号、第６条並びに第７条中「町長」を「教育委

員会」に改める。 

第９条中「規則」を「教育委員会規則」に改める。 



議案第２２号 

 

   町道路線の廃止に関し議決を求めることについて 

 

 次の町道路線を廃止するため、道路法（昭和27年法律第180号）第10条第３項におい

て準用する同法第８条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

 

記 

 

 路線番号、路線名、起点、終点、重要な経過地及び延長は、別添のとおり。 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 



別　紙 道路の廃止に伴う必要事項 （1／1）

１ 697 蓬田８号線 大字北郡山第１５地割６５番地先 大字北郡山第１５地割６３番２地先 70.00

２ 735 林下３号線 大字赤林第１０地割５番地先 大字赤林第１２地割８５番２地先 702.90

３ 1638 和味５号線 大字和味第３地割１１５番地先 大字和味第３地割１１８番地先 81.30

４ 2570 下花立２号線 大字南矢幅第１１地割１２５番地先 大字東徳田第３地割２２９番２地先 968.90

５ 1109 下花立１０号線 大字南矢幅第１１地割３２番２地先 大字南矢幅第１１地割２０１番地先 434.50

合計 2,257.60

延長(m)番号
路線
番号

路　線　名 起　　　点 終　　　点



町道廃止路線図

町道廃止路線 ４～５

町道廃止路線 ２

町道廃止路線 １

町道廃止路線 ３
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議案第２３号 

 

   町道路線の認定に関し議決を求めることについて 

 

 次の道路を町道路線に認定するため、道路法（昭和27年法律第180号）第８条第２項

の規定により、議会の議決を求める。 

 

記 

 

 路線番号、路線名、起点、終点、重要な経過地及び延長は、別添のとおり。 

 

 

 

 

 

  令和６年２月19日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

 



別　紙 道路の認定に伴う必要事項 （1／2）

１ 2779 林下３号線 大字赤林第１０地割５番地先 大字赤林第１０地割１６２番１地先 629.80

２ 2780 田中１６号線 大字南矢幅第９地割７７番１地先 大字南矢幅第９地割９０番１地先 165.90

３ 2781 田中１７号線 大字南矢幅第９地割９６番１地先 大字南矢幅第９地割８８番１地先 200.40

４ 2782 田中１８号線 大字南矢幅第９地割１２２番２地先 大字南矢幅第９地割１２５番地先 85.90

５ 2783 田中１９号線 大字南矢幅第９地割１１６番１地先 大字南矢幅第９地割１２０番１地先 159.40

６ 2784 田中２０号線 大字南矢幅第９地割１１４番１地先 大字南矢幅第９地割１２２番１地先 157.20

７ 2785 田中２１号線 大字南矢幅第９地割１２４番２地先 大字南矢幅第９地割１６９番地先 188.40

８ 2786 田中２２号線 大字南矢幅第９地割１１３番１地先 大字南矢幅第９地割１３４番地先 268.90

９ 2787 田中２３号線 大字南矢幅第９地割１１２番１地先 大字南矢幅第９地割１３５番地先 65.00

１０ 2788 田中２４号線 大字南矢幅第９地割１１０番１地先 大字南矢幅第９地割１３７番地先 64.90

１１ 2789 田中２５号線 大字南矢幅第９地割１０８番１地先内 大字南矢幅第９地割１０８番１地先内 87.30

１２ 2790 下花立１６号線 大字南矢幅第１１地割２９番１１８地先 大字南矢幅第１１地割１２６番２地先 251.10

１３ 2791 下花立１７号線 大字南矢幅第１１地割１３２番地先 大字南矢幅第１１地割１２０番１地先 146.80

１４ 2792 下花立１８号線 大字南矢幅第１１地割１１７番地先 大字南矢幅第１１地割１２０番２地先 71.10

１５ 2793 下花立１９号線 大字南矢幅第１１地割４０２番１地先 大字南矢幅第１１地割４０８番地先 48.40

延長(m)番号
路線
番号

路　線　名 起　　　点 終　　　点



別　紙 道路の認定に伴う必要事項 （2／2）

延長(m)番号
路線
番号

路　線　名 起　　　点 終　　　点

１６ 2794 下花立２０号線 大字南矢幅第１１地割２９番１１８地先 大字南矢幅第１１地割２９番８４地先 131.50

１７ 2795 下花立２１号線 大字南矢幅第１１地割２９番６９地先 大字南矢幅第１１地割１２７番４地先 160.60

１８ 2796 下花立２２号線 大字南矢幅第１１地割２９番１１８地先 大字南矢幅第１１地割２９番９９地先 125.90

１９ 2797 下花立２３号線 大字南矢幅第１１地割２９番５９地先 大字南矢幅第１１地割２９番６８地先 111.50

２０ 2798 下花立２４号線 大字南矢幅第１１地割２９番４１地先 大字南矢幅第１１地割２９番４９地先 104.40

２１ 2799 下花立２５号線 大字南矢幅第１１地割２９番１１２地先 大字南矢幅第１１地割１３２番地先 277.00

２２ 2800 下花立２６号線 大字南矢幅第１１地割１２７番１地先 大字南矢幅第１１地割３６８番地先 144.10

２３ 2801 下花立２７号線 大字南矢幅第１１地割１２９番地先 大字南矢幅第１１地割３０番地先 71.50

２４ 2802 下花立２８号線 大字南矢幅第１１地割４１４番地先内 大字南矢幅第１１地割４１４番地先内 27.10

２５ 2803 下花立１０号線 大字南矢幅第１１地割４２５番地先 大字南矢幅第１１地割４３３番地先 187.70

２６ 2804 下花立２号線 大字南矢幅第１１地割４２２番地先 大字東徳田第３地割２２９番２地先 682.80

合計 4,614.60



町道認定路線図
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議案第 ２４ 号 

 

令和５年度矢巾町一般会計補正予算（第１２号） 

 

令和５年度矢巾町の一般会計補正予算（第１２号）は、次に定めるところによる。 

（歳出予算の補正） 

第１条 歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳出予算の金額は、「第１表 歳出

予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 ６ 年 ２ 月１９日提出 

矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 



－2－

第１表

歳   出 （単位：千円）

8

2 道 路 橋 梁 費

3 河 川 費 22,418

868,738 18,700 887,438

1,477,024

41,118 △ 18,700

　歳　出　予　算　補　正　　　

土 木 費 1,477,024

計款 項 補 正 前 の 額 補  正  額

0

12,951,525 0 12,951,525                歳          出          合          計

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 金 額 11,474,501 11,474,501



 

 

 

歳出予算補正事項別明細書 

  



 



－5－

地 方 債

補 正 前 の 額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

１　総　括
歳 出

1 132,032132,032議 会 費

2 2,046,3632,046,363総 務 費

3 4,582,9464,582,946民 生 費

4 1,057,2151,057,215衛 生 費

5 26,67826,678労 働 費

6 700,261700,261農 林 水 産 業 費

7 178,807178,807商 工 費

8 1,477,0241,477,024土 木 費

9 404,162404,162消 防 費

10 1,009,7161,009,716教 育 費

11 59,13259,132災 害 復 旧 費

12 1,268,1881,268,188公 債 費

13 11諸 支 出 金

14 9,0009,000予 備 費

歳     出     合     計 12,951,525 0 12,951,525



 



歳          出



……….. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
…… 
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8  土木費

２　歳　出

（款） 8 土木費 （項） 2 道路橋梁費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

4橋梁維持 105,290 18,700 123,990 18,700 14工 事 請 負 費 18,700 ◎橋梁維持補修事業の増 18,700

費   ○橋梁維持補修事業の増 18,700

    工事請負費 18,700

計 868,738 18,700 887,438 18,700

（款） 8 土木費 （項） 3 河川費

1河川総務 39,481 △18,700 20,781 △18,700 12委 託 料 △18,700 ◎河川管理事業の減 △18,700

費   ○河川管理事業の減 △18,700

    河川中州除去委託料 △18,700

計 41,118 △18,700 22,418 △18,700


